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損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

当資料では、損保ジャパン・グリーン・オープン（以下、当ファンド）が、基準日時点で組入れ

ている全ての銘柄の環境問題への取組状況をご紹介します。

・当資料は、特定の株式銘柄を推奨するものではありません。

・当ファンドは組入銘柄を入替えることがあるため、現在組入れている銘柄と異なる場合があります。

・当資料は作成段階で入手しうる情報をもとにＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社が作成したコメントに基づき、ＳＯＭＰＯアセットマネジメン
ト株式会社が作成していますがＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社およびＳＯＭＰＯアセットマネジメント株式会社が、その正確性や完全
性を保証するものではなく、いかなる者に対しても責任を負うものではありません。

銘柄名 業種 コメント

大和ハウス工業株

式会社

建設業 大和ハウスグループは、「人・街・暮らしの価値共創グループとしてサステナブルな社会の実現を目

指し、グループ、グローバル、サプライチェーンを通じて環境負荷”ゼロ”に挑戦します」を掲げた環境

長期ビジョンの実現に向け、環境活動を推進しています。環境長期ビジョンからバックキャスティン

グ（逆算）するとともに、２０３０年にマイルストーンを置き、およそ３～5カ年ごとに具体的な

目標と計画を「エンドレス グリーン プログラム（ＥＧＰ）」として策定しています。４つの環境

重点テーマ、①気候変動の緩和と適応、②自然環境との調和、③資源循環・水環境保全、④

化学物質による汚染の防止に関して、調達、事業活動、商品・サービスの３段階を通じ、環境

負荷ゼロを目指しています。特に重要な７つの目標を「チャレンジ・ゼロ」と設定し、まちづくりにお

けるＣＯ２や事業活動におけるＣＯ２、サプライチェーンにおけるＣＯ２、森林破壊等をゼロと

するための取り組みを加速するとしています。

エクシオグループ株

式会社

建設業 通信キャリア事業、都市インフラ事業、システムソリューション事業を展開するエクシオグループは、

中期経営計画（２０２１－２０２５）において、「２０３０年にめざす社会」の実現に向

け、２０２５年度のＥＳＧ目標として、①再生可能エネルギーへのシフト、②脱炭素、脱ＣＯ

２の取り組み、③資源循環型社会への貢献、④環境に優しいグリーン製品活用、を取組課題と

して掲げ、ＫＰＩおよび目標をそれぞれ①再生可能エネルギー由来の電力購入１００％、②

ＥＶなど低公害車導入率１００％およびＣＯ２排出量２０２０年度比１０％減、③産

業廃棄物最終処分率２０２０年度比５０％減、④グリーン製品利用率６５％、と設定して

取り組んでいます。２０２１年に完成した南関東支店（神奈川県横浜市神奈川区）では、

設備システムの高効率化による省エネにより、消費する建築物のエネルギー量を大幅に削減する

とともに、太陽光発電等の創エネによりエネルギー収支「ゼロ」をめざした建築物に認定される神

奈川県のネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ＺＥＢ）導入事業に認定されています。

森永乳業株式会

社

食品業 森永乳業グループは「乳で培った技術を活かし、私たちならではの商品をお届けすることで、健康

で幸せな生活に貢献し豊かな社会をつくる」ことを目指す企業として、持続可能な社会づくりに貢

献することを「森永乳業グループ 環境方針」に掲げています。特に、気候変動問題は同社グ

ループにとって重要な環境課題だと考え、ＣＯ２をはじめとする温室効果ガス排出量削減に向

けて、取り組みを加速しています。具体的には、森永乳業全１１工場の主燃料を重油から天

然ガス・都市ガスに転換完了（２０２１年２月）、太陽光パネルの設置（利根工場）・コー

ヒーかす等を活用したバイオマス発電（神戸工場）、多摩サイト（東京多摩工場、大和工

場、装置開発センター、東日本市乳センター）におけるグリーン電力導入（２０２１年４月）

等を実施しています。

23枚組の1枚目です



基準日：　2022年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。
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環境問題への取組状況（組入全銘柄）

銘柄名 業種 コメント

日本ハム株式会社 食品業 ニッポンハムグループは「食べる喜び」を基本のテーマとし、時代を画する文化を創造し、社会に貢

献することを企業理念として掲げています。２０２１年４月よりスタートした「中期経営計画２

０２３」では、「たんぱく質を、もっと自由に。」を掲げる「Ｖｉｓｉｏｎ２０３０」の実現に向

け、事業戦略とマテリアリティ（重要課題）の実践を通したサステナビリティ戦略を両輪で進める

ことで、事業を通した社会課題の解決に努め、持続可能な社会の形成に寄与することを目指し

ています。マテリアリティの１つである「持続可能な地球環境への貢献」では、バリューチェーンを通

じて温室効果ガスや食品ロス、プラスチック等の課題解決に向けての取り組みを推進しています。

例えば、同社グループでは、商品の容器包装等について、一部の材質をバイオマス由来のものへ

と切り替えを進め、従来材質に使われていた化石資源を低減し、廃棄時の処理等におけるＣＯ

２排出量の削減に取り組んでいます。

綜合警備保障株

式会社

サービス業 綜合警備保障（ＡＬＳＯＫ）は、地球環境問題が人類共通の課題であるとの認識のもと、

環境方針において、経営理念に基づき持続可能な社会の実現を目指すことを掲げており、環境

汚染の防止（汚染物質の排出の防止・削減）と環境負荷の低減に努めるとともに、気候変動

問題や自然環境保護活動に取り組んでいます。気候変動対策をより一層強化するため、ＣＯ

２排出量について、中期目標として２０３１年３月期に２０１３年度比２６％削減、長期

目標として２０５０年までに同８０％削減することを設定しています。具体的な取り組みとし

て、全国に数多くの事業所・施設と業務用車両を保有していることから電力・燃料の使用量の

削減に努めています。全車両環境対応車化を目標として、ハイブリッド車、電気自動車、バイク、

電動アシスト自転車等の導入を進め、また、アイドリングストップやエコドライブ、営業員の折衝先

訪問ルート効率化や技術員の夜間配置人数削減による車両走行距離の短縮にも取り組んで

います。

アサヒグループホー

ルディングス株式会

社

食品業 アサヒグループは、グループ理念「Ａｓａｈｉ Ｇｒｏｕｐ Ｐｈｉｌｏｓｏｐｈｙ」の実践

に向けて２０２２年に「中長期経営方針」を設定し、長期戦略のコンセプトとして「おいしさと楽

しさで“変化するＷｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ”に応え、持続可能な社会の実現に貢献する」ことを

掲げています。また、同グループ理念に基づき、「自然の恵み」による多くの商品の原料を使用す

る企業グループとしての環境に対する方針として「アサヒグループ環境基本方針」を定め、全従業

員が本方針を遵守することで、環境の課題に対して積極的に取り組むことを目的としています。

「アサヒグループ環境ビジョン２０５０」においては、気候変動への対応としてＣＯ２排出量削

減に関する中長期目標「アサヒカーボンゼロ」を設定し、２０５０年にＣＯ２排出量をゼロとす

ることを目指しています。アサヒカーボンゼロ」の実現に向けて、グリーン電力の活用や商品にラベル

をつけないラベルレス商品の展開、新たなクリーンエネルギーモデル開発の実証実験、軽量容器の

活用等により温室効果ガスの削減に取り組んでいます。

キリンホールディン

グス株式会社

食品業 キリングループは、長期経営構想「キリングループ・ビジョン２０２７（ＫＶ２０２７）」におい

て、「食から医にわたる領域で価値を創造し、世界のＣＳＶ先進企業となる」ことを目指していま

す。社会と価値を共創し持続的に成長するための指針として「ＣＳＶパーパス」を策定しており、

「酒類メーカーとしての責任」を前提に「健康」「コミュニティ」「環境」についての指針の実現に向け

て、各事業で「ＣＳＶコミットメント」に取り組んでいます。２０２０年には従来の環境ビジョンを

見直し、社会と企業のレジリエンス（変化していく環境にうまく対応していくための力）強化へ向

けた新たな長期戦略として「キリングループ環境ビジョン２０５０」を策定し、発表以降、達成に

向けて取り組みを進めています。同ビジョンでは、「一緒につくりたい２０５０年の社会」として、

「持続可能な生物資源を利用している社会」や、「気候変動を克服している社会」等を挙げてお

り、これを実現するための取り組みとして、持続可能な原料農産物の育種・展開および調達や、

バリューチェーン全体の温室効果ガス排出量をネットゼロにすること等を掲げています。

味の素株式会社 食品業 味の素グループは、２０３０年に「食と健康の課題解決企業」を実現することを目指し、そのた

めには、「１０億人の健康寿命の延伸」と「環境負荷の５０％削減」のアウトカム（成果）を両

立して実現することが必要と考えています。同社グループは事業を通じて、おいしくて栄養バランス

の良い食生活に役立つ製品・サービスを提供するとともに、温室効果ガス、プラスチック廃棄物、

フードロス等による環境負荷の削減をより一層推進し、また、資源循環型アミノ酸発酵生産のし

くみ（バイオサイクル）を活用することで、強靭で持続可能なフードシステムと地球環境の再生に

貢献をするとしています。「環境負荷５０％削減」へ向けたロードマップでは、２０３０年度に

ＧＨＧ（温室効果ガス）排出量削減率を２０１８年度比でＳｃｏｐｅ１、２において５

０％、Ｓｃｏｐｅ３において２４％と掲げています。また、同年度に、プラスチック廃棄物をゼ

ロ化することを掲げており、そのための取り組みとして、リデュース、リサイクル、製品の回収、分別、リ

サイクルの社会実装に向けた取り組みを支援し貢献すること等を定めています。

23枚組の2枚目です



基準日：　2022年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。
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銘柄名 業種 コメント

Ｊ．フロントリテイ

リング株式会社

小売業 百貨店の「大丸」「松坂屋」やショッピングセンターの「ＰＡＲＣＯ」を全国主要都市に展開する

Ｊ．フロントリテイリングは、「エコビジョン」において、かけがえのない地球環境を保ち続けるために

全社一丸で努力していくことが重要な使命であり、それを果たすために事業活動を通した環境課

題の解決に向けた取り組みを行っていくとしています。グループのマテリアリティ（重要課題）の中

でも「脱炭素社会の実現」を最重要課題と位置づけ、ＧＨＧ（温室効果ガス）排出量（Ｓ

ｃｏｐｅ１・２）の目標を、２０３０年までに２０１７年度比６０％削減、２０５０年

までにゼロと設定しました。目標達成のため、設備への省エネ効率の高い機器の導入、照明のＬ

ＥＤ化、社用車の電気自動車化、店舗・オフィスでの再生可能エネルギーへの切り替えを進めて

います。なお、役員報酬における業績連動株式報酬の指標としてＧＨＧ排出量削減目標を設

定し、気候変動問題に対する経営陣の責任を明確にしています。

トヨタ紡織株式会

社

輸送用機器業 トヨタ紡織グループは、環境問題に対して長期的な視野を持ち、より高いレベルでの挑戦が必要

との考えから、２０１６年５月に「２０５０年環境ビジョン」を策定しました。同ビジョンにおい

て、６つの環境チャレンジ目標として、「トヨタ紡織グループＣＯ２排出量ゼロ」「ライフサイクルＣ

Ｏ２排出量ゼロ」「生産工程 水リサイクル化による排出ゼロ」「天然資源使用量ミニマム化」

「廃棄物ミニマム化」「森づくり活動１３２万本植樹」を掲げています。この「２０５０年環境ビ

ジョン」を実現するために、２０２０年１１月に新たな５カ年実行計画である「２０２５年環

境取り組みプラン」を発表しました。具体的な取り組みとして、中国の内モンゴル自治区では、砂

漠化防止を目的に植樹活動を実施し、２０２５年までにグローバルで累計６４万本の植樹

達成を目指しています。また同社グループ全体で、再生可能エネルギーを計画的に導入し、カー

ボンニュートラルへの対応も進めています。

東急不動産ホール

ディングス株式会

社

不動産業 東急不動産グループでは、持続的成長と長期的企業価値向上を実現するため、「事業活動を

通じて社会課題を解決し、ステークホルダーとともに、サステナブルな社会と成長を実現します」と

いうグループのサステナビリティビジョンを掲げています。価値創造への取り組みテーマ（マテリアリ

ティ（重要課題））のうち、「サステナブルな環境をつくる」として、２０２５年までにカーボンマイ

ナスのために「自社のＣＯ２排出量＜再生可能エネルギーの創出等による削減貢献量」を実

現することを目指しています。また、２０５０年度にＣＯ２排出量のネットゼロエミッションを目

標とし、そのマイルストーンとして、２０３０年度までに床面積あたりのＣＯ２排出量を、２０１

９年度比で４６．２％削減することを目指しています。さらに、２０２１年度は一般社団法

人環境金融研究機構（ＲＩＥＦ）が主催する「第７回（２０２１年）サステナブルファイナ

ンス大賞」において、ＥＳＧ債の長期発行方針を立て、社債発行残高に占めるＥＳＧ債比率

を引き上げる目標を公表したことが評価され、優秀賞を受賞しました。

株式会社セブン＆

アイ・ホールディング

ス

小売業 セブン＆アイ・ホールディングスは、環境指針において「事業活動の中で、環境保護、ロス削減、

資源の有効利用・再資源化、省エネルギー、廃棄物の削減、環境汚染の予防につとめ、企業の

責任を果たします」と掲げ、環境宣言で４つのテーマ「ＣＯ２排出量削減」「プラスチック対策」

「食品ロス・食品リサイクル対策」「持続可能な調達」を特定してグループ全従業員が一丸となっ

て取り組んでいます。「ＣＯ２排出量削減」については、グループの店舗運営に伴う排出量を２

０３０年に２０１３年度比５０％削減、２０５０年に実質ゼロとすることを目標として、省

エネ活動やＬＥＤ照明・太陽光発電パネルの導入を進めるほか、最新の省エネ設備・技術を

利用した店舗や店舗運営に関する全電力を再生可能エネルギーで調達する店舗の実証実験

を行っています。「食品ロス・食品リサイクル対策」については、２０５０年に食品廃棄物の発生

量を２０１３年度比７５％削減、食品リサイクル率を１００％にすることを目指し、発生抑

制・再利用・飼料化・肥料化の各段階で取り組みを実施しています。

東レ株式会社 繊維業 東レグループは、気候変動を含む地球規模の課題に関し、従来の取り組みを加速させるため２

０２１年４月１日に社長を委員長とするサステナビリティ委員会を設置しています。同委員会

は、２０５０年に向け同社グループが目指す世界とその実現に向けて、取り組むべき課題を明

らかにした「東レグループサステナビリティ・ビジョン」の実現に向けた中長期的な全体ロードマップお

よび実行計画の策定や２０３０年に向けた数値目標を進捗管理する３つの全社プロジェクト

を統括・管理しています。「グリーンイノベーション（ＧＲ）プロジェクト」は、軽量化材料、バイオマ

ス由来材料、リサイクル材料、リチウムイオン・バッテリーセパレータフィルム、風力発電翼用ラージト

ウ炭素繊維、水処理膜、水素・燃料電池関連材料等のＧＲ事業の拡大を推進するものです。

また、グループ内でのＧＨＧ（温室効果ガス）排出削減に係る取り組みで全社横断プロジェク

トとして立ち上げた「チャレンジ３０プロジェクト」では、国内外での定常省エネ活動・連携強化、

改善事例の相互水平展開等に取り組んでいます。

23枚組の3枚目です



基準日：　2022年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

株式会社ＳＵＭ

ＣＯ

金属製品業 シリコンウェーハメーカーであるＳＵＭＣＯは、企業の事業活動における環境負荷の低減は地球

環境の維持・保全のための喫緊の課題であるとして、「ＳＵＭＣＯ環境基本方針」を定めて環

境に配慮した取り組みを行っています。環境基本方針や定期的に実施する環境影響評価結果

に基づいて、すべての拠点ごとに環境目標を定め、ＣＯ２排出量、化学物質使用量、産業廃

棄物排出量、用水使用量の削減といった環境負荷低減や環境改善の取り組みを実施していま

す。カーボンニュートラルに向けた目標として、ＣＯ２排出量（Ｓｃｏｐｅ１＋２）を２０３

０年に２０１４年比３３％減、２０５０年に同１００％減と設定し、生産の効率化・合

理化、省エネタイプや高効率の設備の採用、工場での冷凍機の集約・更新や照明機器のＬＥ

Ｄ化といった継続的な省エネ活動に取り組んでいるほか、太陽光発電等の再生可能エネルギー

のさらなる導入や非化石電力の導入も検討しています。

株式会社ワコール

ホールディングス

繊維業 ワコールグループは「地球環境を守ることは企業の責務である」との認識に立ち、環境保全に配

慮した事業活動を推進しています。ワコールでは、持続可能な地球環境の実現と「環境に配慮

した商品を使用したい」という消費者の要望に応えるため、環境配慮型の商品や資材開発を進

めています。２０２１年９月に「Ｗａｃｏａｌ」ブランドから登場した商品グループ［Ｎａｔ

ｕｒｅ Ｃｏｕｔｕｒｅ（ナチュレクチュール）］は、アメリカ産のオーガニックコットンやマニラ

麻から採れるセルロース繊維を主原料とする和紙を使用した、人にも自然にもやさしいインナー

ウェアとなっています。また、同社グループでは、地球や企業活動に重大な影響を及ぼす気候変

動は、経営にとってリスクであると同時に、新たな事業機会をもたらすものと考えて、気候変動問

題の解決に向けた取り組みを進めており、２０２１年９月、気候関連財務情報開示タスク

フォース（ＴＣＦＤ）の提言へ賛同を表明し、２０２２年にはＴＣＦＤ提言に沿った「ガバナ

ンス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」の４項目について情報開示を実施しました。

レンゴー株式会社 パルプ業 レンゴーグループは、環境に関する長期ビジョン「レンゴーグループ環境憲章」を制定して、事業活

動における環境負荷のさらなる低減や環境に配慮した製品の供給を通して持続可能な社会の

実現に貢献していくと基本理念に掲げています。グループ全体で取り組む重要課題を「脱炭素社

会の形成」「エネルギー効率の向上」「循環型社会の形成」「環境問題や社会課題を解決する

製品の創出」「水リスクの管理」「バリューチェーンマネジメント（下流）」と特定し、それぞれに目

標を設定しています。カーボンニュートラルの実現に向けては、２０３０年度までにＣＯ２排出

量を２０１３年度比４６％削減、２０５０年までにＧＨＧ（温室効果ガス）排出量の実

質ゼロを目指して、省エネルギー化や再生可能エネルギーへの転換を進めています。また、プラス

チックごみ問題の解決に貢献する生分解性素材の製品・技術開発や、業界を超えた１１社と

共同して使用済プラスチックの再資源化事業も行っています。

株式会社クレハ 化学2(素材系) クレハグループは、国内外の各生産拠点においてＩＳＯ１４００１の認証を取得して運用す

る等、日々の生産活動において、環境負荷物質の適正管理と排出防止、資源の有効利用、

廃棄物の排出削減を推進し、地球環境の保全および環境負荷の低減に努めています。気候変

動への対応は最重要課題のひとつであるとして、２０２０年度に、ＣＯ２排出削減目標を「２

０３０年度までに段階的に削減を進め、グループのエネルギー起源ＣＯ２排出量を絶対量で

２０１３年度比２０％削減の３７．６万トンとする」と定め、石炭火力発電所の稼働抑

制、主力電力の再生可能エネルギーへの切り替え、大規模設備・機器の更新時の高効率化等

を進めています。さらに、削減目標の引き上げやカーボンニュートラルを２０５０年よりも前倒しで

達成することを目指して、２０２１年に社長直轄の全社プロジェクト「カーボンニュートラルプロ

ジェクト」を設置し、新たな施策検討や技術開発に取り組んでいます。

三菱ガス化学株式

会社

化学2(素材系) 三菱ガス化学グループは、事業活動に伴う環境負荷の低減に向け、「ＭＧＣグループ 環境サ

ステナビリティ宣言」で「気候変動の抑制や循環型社会の構築、生物多様性の保全等、地球規

模での環境の健全性を意識した行動を通じて、将来にわたって持続可能な社会発展の実現に

貢献します」と宣言し、実践に取り組んでいます。エネルギーと気候変動問題の解決を重要課題

と認識し、ＧＨＧ（温室効果ガス）排出削減の長期目標を、２０３０年に２０１３年度

比３６％削減、２０５０年にカーボンニュートラル達成と設定して、原料の炭素循環やエネル

ギー効率の向上・転換を進め、プロセスの技術革新やライフサイクル全体でＧＨＧ排出量に配

慮した設計・開発を推進しています。また、再生可能エネルギーの導入や、ＣＯ２や廃プラスチッ

ク等をメタノールに変換して化学品や燃料・発電用途としてリサイクルする「環境循環型メタノール

構想」の産業横断的な提携を進めていくこととしています。

23枚組の4枚目です



基準日：　2022年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

三井化学株式会

社

化学2(素材系) 三井化学グループは、企業グループ理念を「地球環境との調和の中で、材料・物質の革新と創

出を通して高品質の製品とサービスを顧客に提供し、もって広く社会に貢献する」と掲げ、持続

可能な社会への貢献に向けたマテリアリティ（重要課題）に「気候変動」と「サーキュラーエコノ

ミー」を挙げています。「気候変動」については、グループのＧＨＧ（温室効果ガス）排出量の２

０５０年カーボンニュートラル達成に向け、低炭素原燃料への転換、高効率機器や再生可能

エネルギーの導入に加え、事業ポートフォリオの転換やカーボンネガティブ技術の開発・導入等を進

めていくとしています。また、製品提供を通じた削減貢献量の最大化のため、環境貢献価値を有

するＢｌｕｅ Ｖａｌｕｅ製品の売上収益比率の目標を２０５０年に７０％以上と設定

しています。「サーキュラーエコノミー」については、植物を原料とするバイオマスプラスチック製品群の

拡充や、廃プラスチックのケミカルリサイクルやマテリアルリサイクル等に取り組んでいます。

日本化薬株式会

社

化学2(素材系) 日本化薬グループは、サステナブル経営基本方針において、企業ビジョンであるＫＡＹＡＫＵ

ｓｐｉｒｉｔのもと、経営の透明性・公正性を確保し、事業活動を通じて持続可能な環境・

社会の実現に貢献することで、すべてのステークホルダーの信頼に応えるサステナブル経営を実践

するとしており、「環境・健康・安全・品質」に関する課題をあらゆる経営課題に優先し、グループ

全体で取り組んでいます。また、環境・健康・安全・品質保証管理体制を構築し、従業員の健

康増進および事故や労働災害の未然防止に努め、環境負荷低減や品質向上に取り組んでい

ます。同グループでは、環境負荷低減の取り組みとして、各事業場でのユーティリティー設備の運

用改善や高効率設備への置き換え、照明のＬＥＤへの変更等による地球温暖化防止のため

の対策や、有機溶剤使用量の削減ならびに大気中に放出されるＶＯＣ量につき３０％以上

の削減（福山工場）等の大気汚染防止対策を実施しています。さらに、生物多様性への取り

組みについては、環境汚染に対しては水質汚濁防止に取り組み、森林破壊に対してはＦＳＣ

認証品（森林保護を目的としたマークで、定められた基準を満たす商品に付けられる）への移

行を推進しています。

花王株式会社 化 学 1( 消 費 財

系)

花王グループは、ＥＳＧ戦略の３つの柱のひとつである「よりすこやかな地球のために」について、

「２０３０年までにすべての花王製品が、全ライフサイクルにおいて、科学的に地球が許容できる

範囲内の環境フットプリントとなるようにします。」とのコミットメントを掲げ、重点取り組みテーマであ

るアクションを「脱炭素」「ごみゼロ」「水保全」「大気および水質汚染防止」と設定しています。

「脱炭素」では、事業活動に伴って排出されるＣＯ２を２０４０年までにゼロ、２０５０年ま

でにネガティブ（排出量を上回る削減）を目標に掲げ、非化石証書の活用や使用電力の再生

可能エネルギー化を進めています。「ごみゼロ」では、原料やプラスチック等の使用量削減、使用

済の容器や未使用の原料・製品の再利用・リサイクルを推進するほか、リサイクルにより新事業を

創造するポジティブリサイクルを目指して、廃棄ＰＥＴ素材を原料にした高耐久アスファルト用改

質材を開発・販売しています。

武田薬品工業株

式会社

医薬品業 武田薬品工業グループは、企業理念において、「私たちが目指す未来」のひとつに「いのちを育む

地球のために」を挙げており、「私たちの約束」として「地球の生態系と人々の健康を守るために、

タケダの先端技術を結集し、環境に対する高い問題意識をもって、世界をリードします」と定めて

います。同社グループは、再生可能エネルギー証書の購入とカーボンオフセットの利用によって２

０２０年にカーボンニュートラルを達成しています。ＧＨＧ（温室効果ガス）排出量実質ゼロ

を目標として、グループの事業活動では２０３５年までに、バリューチェーン全体では２０４０

年までに達成することを目指して、太陽光発電設備の導入や再生可能エネルギーの利用を進め

るほか、サプライヤーに対しても削減目標の設定や再生可能エネルギーの利用を促進していま

す。また、製品・サービスのライフサイクルを通じて環境への影響を最小限に抑える取り組みとし

て、製品開発の全てにサステナブルデザインと材料選択プロセスを導入しています。

アステラス製薬株

式会社

医薬品業 アステラス製薬グループは、健全な地球環境の維持は、持続可能な社会の構築の重要な課題

であると同時に、事業活動を継続するうえでの重要な課題と考え、環境・安全衛生ガイドライン

の主要項目についての短・中期的な活動目標として「環境行動計画」を設定し、達成に向けて

取り組んでいます。気候変動に関しては、ＧＨＧ（温室効果ガス）排出量の２０３０年度ま

での目標としてＳｃｏｐｅ１＋２を２０１５年度比３０％削減、Ｓｃｏｐｅ３を売上収

益当たり同年度比２０％削減と定め、さらに２０５０年のネットゼロに向けて検討を進めてい

ます。各事業所での省エネ対策、空調関連機器の更新、ＬＥＤ照明の導入、ＧＨＧの排出

が少ない気体燃料や、再生可能エネルギーの利用を進めるほか、生産委託先にも排出削減の

取り組みへの賛同・協力を働きかけています。また、水資源投入量に対する売上収益の比率で

ある水資源生産性を２０２５年度末までに２０１６年度比２０％程度向上、廃棄物発生

量原単位を同年度比１０％程度改善と目標設定し、継続した取り組みを推進しています。

23枚組の5枚目です



基準日：　2022年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

株式会社大塚商

会

情報通信業 大塚商会は、「システムインテグレーション事業」と「サービス＆サポート事業」の二つの事業を柱

に、ＩＴソリューションを提供する会社です。同社では、環境理念として、「自然や社会とやさしく

共存共栄する先進的な企業グループとなる」を指針として、事業活動を通じて環境保全に貢献

することを掲げています。同社の環境保全活動における中期的な行動計画である「大塚エコ・ア

クション・プラン（２０２１～２０２５）」では、ＬＥＤ照明の拡販で１５万ｔのＣＯ２を削

減することや、通信販売事業「たのめーる」において、環境商材の拡販で社会に貢献すること等を

目標として、環境改善に寄与する商品・サービスの普及拡大を推進しています。また、電力の見

える化・見せる化、サーバーの仮想化、データセンターの活用等の電力量削減につながる環境ソ

リューション等を自社にも積極的に取り入れ、ＣＯ２削減等に取り組んでいます。

サワイグループホー

ルディングス株式会

社

医薬品業 ジェネリック医薬品事業に強みを持つサワイグループでは、企業理念を実現するための指針である

行動基準に、環境に関する章として「地球環境とともに」を設け、地球環境の保全に取り組んで

います。２０２１年５月に公開した「２０３０年 長期ビジョンと新中期経営計画」では、社

会課題解決に向けた取り組みとして、「２０１３年度＋αを基準に、生産数量原単位で２０

３０年度のＣＯ２排出量を２５％削減する」こと等を数値目標として掲げています。ＣＯ２

排出量削減の取り組みでは、沢井製薬の国内６工場で、原単位で前年対比１％削減を目標

として、生産設備の集約や老朽化した設備の更新、設備の運転時間の見直し等、さまざまな省

エネ活動に取り組んでいます。また、地球環境の保全に向けた取り組みとして、製品の個装ケー

スに、再生紙を使用し、木材資源の節約に取り組んでいるほか、化学物質・水質・大気の適正

管理やハイブリッドカーの導入、３Ｒ（Ｒｅｄｕｃｅ（リデュース）、Ｒｅｕｓｅ（リユー

ス）、Ｒｅｃｙｃｌｅ（リサイクル））の推進等に取り組んでいます。

富士フイルムホール

ディングス株式会

社

化 学 1( 消 費 財

系)

富士フイルムグループは、創業以来、環境配慮・環境保全、地域とのコミュニケーションが企業活

動の根幹を成すものと考え、２０３０年度をゴールとするＣＳＲ計画において「環境」を重点

分野のひとつと位置づけて、自らの環境負荷の削減とともに環境課題の解決への貢献に取り組ん

でいます。２０２１年１２月には新たなＣＯ２排出削減目標として、自社が使用するエネル

ギー起因の排出を２０４０年度までに実質ゼロ、製品ライフサイクル全体での排出を２０３０

年度までに２０１９年度比５０％減と設定し、達成に向けた環境戦略を策定しました。高機

能フィルムの主力生産拠点を「カーボンニュートラルモデル工場」として水素・合成メタン等の燃料

の導入・実装を推進し、さらに同工場での製造受託により社会のＣＯ２排出削減に貢献してい

くほか、環境配慮認定製品の売上を２０３０年度までに全社の６０％とすることを目指してい

ます。

株式会社マンダム 化 学 1( 消 費 財

系)

化粧品・香水や医薬部外品の製造・販売を主な事業とするマンダムグループは、環境方針にお

いて、事業活動を通じたバリューチェーン全体における環境への影響把握に努め、本業を通じた

価値創造により持続可能な社会の実現に取り組むことを定めて、環境活動を推進しています。

環境配慮を商品価値のひとつと位置づけて、原材料調達・製品使用・廃棄のライフサイクル区分

ごとに設定した基準を１つ以上満たす環境配慮製品を「２０２７年までに国内商品の９

０％」「２０５０年までにグループ商品の１００％」とすることを目指しています。また、グループ

でのＧＨＧ（温室効果ガス）排出量削減の長期目標として、「２０５０年度にグループ全体

でＣＯ２排出量ゼロ」を設定しています。特に、購入・販売した製品使用時における排出量が

大きいため、削減につながる製品開発を進めるほか、工場でのエネルギー監視や氷蓄熱のシステ

ム活用による電力の有効利用、高効率のボイラー設備の導入や燃料の灯油からＬＰＧへの変

更、物流・輸送業務の効率化やトラック輸送のモーダルシフト（貨物輸送をトラックから船や鉄道

に変えること）等に取り組んでいます。

横浜ゴム株式会社 ゴム業 横浜ゴムグループでは、全ての事業プロセスにおいて環境に与える負荷を最小限にするよう努める

とともに、新商品は設計審査の中で「地球温暖化防止」「資源再生・循環」「省資源」「安全・

快適性」の項目で評価を行い、環境に配慮した商品（環境貢献商品）を提供するとして、「全

社環境方針」、「横浜ゴムグループ行動指針」を定めています。これらの考え方にのっとり、エネル

ギーに関する方針では、設計・製造段階から、環境技術の開発・導入を進めるとともに、製品・

サービスの提供に関わるステークホルダーとも協働し、バリューチェーン全体で持続可能なエネル

ギーの適正な利用と削減に取り組んでいます。２０５０年までに、同社グループのバリューチェー

ン全体で排出するＣＯ２総量を、２００５年度比で５０％以上削減する長期目標を掲げ、

物流におけるモーダルシフト（貨物輸送をトラックから船や鉄道に変えること）の推進、生産工程

におけるシステム改善・節約改善（ＬＥＤの使用拡大、設備稼働率の改善）・プロセス改善・

管理システムの開発・生産システムの導入・新エネルギー（再生可能エネルギー）の導入による

エネルギーの有効活用等を推進しています。

23枚組の6枚目です



基準日：　2022年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

ＡＧＣ株式会社 ガラス業 ＡＧＣグループでは、社会的責任を認識し、社会とともに持続的に発展する企業を目指すため

に、環境への取り組みを経営における最重要課題の一つと位置付けています。持続的な地球環

境および経営を実現することを宣言した「ＡＧＣグループ環境基本方針」を制定し、全従業員

が生物多様性保全を意識し、活動に反映するため、「気候変動並びに生物多様性を含む自然

環境への影響に配慮し、素材・部材のグローバル優良企業として、持続可能な社会づくりに貢献

していきます。」と宣言しています。具体的な取り組みとして、「ＡＧＣ 環境指標」を設定し、グ

ループの生産活動における環境負荷を毎年定量化し、自己評価しています。グループのポジショ

ンを売上および環境負荷の両面で相対的に評価でき、同指標を環境負荷の種類毎に算出す

ることで相対的に環境負荷が高い事業を認識して、改善（数値の低減）を進めています。

日本製鉄株式会

社

鉄鋼業 日本製鉄は、カーボンニュートラルの実現を経営上の最重要課題として、「日本製鉄カーボン

ニュートラルビジョン２０５０」を掲げ、２０３０年ターゲットとして、現行の高炉・転炉プロセスで

のＣＯＵＲＳＥ５０（高炉水素還元）の実機化、既存プロセスの低ＣＯ２化、効率生産

体制構築等によって、対２０１３年比３０％のＣＯ２排出削減の実現を目指します。２０

５０年に向けては、電炉による高級鋼の量産製造、高炉水素還元法の開発を通じたＣＯ２

の抜本的削減、水素による直接還元鉄製造等の超革新的技術にチャレンジし、カーボンオフセッ

ト対策等も含めた複線的なアプローチでカーボンニュートラルを推進します。２０２２年５月に

は、「革新的分離剤による低濃度ＣＯ２分離システムの開発」計画がＮＥＤＯ（国立研究

開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）によるグリーンイノベーション基金事業に採

択され、工場排ガス等に含まれている低圧・低濃度のＣＯ２を低コストで分離回収するための

技術開発や回収したＣＯ２を原料に使用した化学品を製造する技術検証に取り組むとしてい

ます。

住友電気工業株

式会社

非鉄金属業 住友電工グループは、グループ経営理念に基づき、地球的視野に立った環境保全への取り組み

を経営の最重要課題の一つとして位置づけ、「環境方針」を制定しています。「パリ協定が要求

する水準でのＧＨＧ（温室効果ガス）の排出削減を２０３０年までに目指す」という目標を

掲げ、２０５０年カーボンニュートラルの達成に向けた対応を強化しています。具体的な目標値

として、Ｓｃｏｐｅ１＋２を２０１８年度基準で、２０３０年度までに３０％削減するこ

と、Ｓｃｏｐｅ３を２０１８年度基準で、２０３０年度までに１５％削減する、としていま

す。ＧＨＧの削減目標達成に向けた具体的な手段として、地球環境への負荷を最小化すると

いう観点から、生産性向上や新技術導入による「省エネ」、太陽光発電などによりグリーンエネル

ギーを創り出す「創エネ」、再生可能エネルギー電力調達による「購エネ」の３つに分けて、具体

的なターゲットを設けて活動を展開しています。

三和ホールディング

ス株式会社

金属製品業 シャッターやドア等を主力とする総合建材メーカーの三和グループは、２０２０年１２月、三和

グループ環境方針を改正し、「水資源への取り組み」「事業プロセス全体を通じた環境負荷の低

減および汚染の予防」「気候変動の”緩和”と”適応”の双方に貢献できる商品づくり」「サプライ

チェーンとの連携」等についてアップデートし、持続可能な地球環境と社会に向けた主体的な取り

組みを推進しています。例えば、「気候変動の”緩和”と”適応”の双方に貢献できる商品づくり」で

は、気候変動の“緩和”に貢献する商品として、工場・倉庫の開口部の気密性と空調効率を高

め省エネに寄与する高速シートシャッターや断熱効果のあるシャッター等を、また、気候変動の“適

応”に貢献する商品として、防水ドアや防水板等の防水商品、高耐風圧窓シャッター等をグロー

バルに提供しています。

リンナイ株式会社 金属製品業 給湯機器等の化石燃料を主燃料とする家庭用機器を取り扱うリンナイグループは、「人と地球に

やさしい優れた技術の追求と、人間性豊かな製品の開発・生産活動・販売・サービスなどを通じ

て、地球規模での環境保全に取り組み、社会に貢献すること」を環境基本理念として、環境活

動を推進しています。２０２１年に策定した「リンナイグループのカーボンニュートラル実現に向け

て」では、２０３０年は事業活動におけるＣＯ２排出量目標を２０２０年実績から半減、

２０５０年には事業活動、商品使用時ともにゼロにすることを掲げています。２０３０年を

ターゲットとする「低炭素」に向けて、高効率給湯器「エコジョーズ」や、従来型給湯器に比べＣＯ

２排出量を約５０％削減するハイブリッド給湯・暖房システム「ＥＣＯ ＯＮＥ（エコワン）」

の普及拡大を加速し、２０５０年をターゲットとする「脱炭素」に向けては、水素燃焼機器やハ

イブリッド給湯器と再生可能エネルギー技術を組み合わせたシステムの開発等にも取り組むとして

います。

23枚組の7枚目です



基準日：　2022年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

銘柄名 業種 コメント

株式会社アマダ 機械業 金属加工機械・器具の製造・販売等を主要事業とするアマダグループは、環境宣言において、

「エコでつながるモノづくり」を掲げ、①エコな事業所でエコなマシンをつくる、②アマダグループのエコ

プロダクツがお客さまのエコ製品をつくる、③お客さまの工場のエコ環境をつくる、等の取り組みを

進めています。具体的には、全開発商品に対し「省エネルギー」、「省資源」、「再資源化」、「材

料の使用制限」、「使用時の環境への配慮」、「梱包の合理化」、「情報の提供」の各項目につい

て、製品アセスメントを実施し、評価が前機種よりも著しく改善したものをＥＣＯ ＰＲＯＤＵ

ＣＴＳとして認定しています。また、同社グループでは、積極的に省エネ設備の導入を進めてお

り、伊勢原事業所では、割安な夜間電力を利用して夜の間に氷を蓄熱層に蓄えるシステムを設

置し、夜につくった氷を昼間の冷房に役立てることで電力使用量の削減と昼間のピーク電力カット

を実現しています。

株式会社小松製

作所

機械業 建設・鉱山機械、産業機械等の事業を展開するコマツは、本業を通じたＣＳＲ活動を行うこと

を基本方針に、コマツの事業とステークホルダーの双方にとって重要な社会課題の中から優先課

題を選定し、「生活を豊かにする －社会が求める商品を提供する－」「人を育てる」「社会とと

もに発展する」の３つの「ＣＳＲ重点分野」を策定しました。中期経営計画（２０２２～２

０２４年度）では、２０３０年までのＣＯ２削減目標（ＣＯ２排出量：２０１０年比

５０％削減、再生可能エネルギー使用比率：５０％）の先を見据え、２０５０年までに

カーボンニュートラルを目指し、脱炭素社会に向けた価値づくりに挑戦する「２０５０年　カーボン

ニュートラル宣言」を公表しています。特に、同社のサプライチェーン全体のＣＯ２排出量のうちの

約９割を占める製品使用時における排出量削減に対しては、燃費低減や製品効率改善に加

えて、ハイブリッドやディーゼルエレクトリック等の技術の更なる強化と、燃料電池（ＦＣ）や水素

エンジンなど新たな技術の採用により、環境負荷を低減する製品開発に向けたロードマップを示

しています。

株式会社荏原製

作所

機械業 ポンプ事業、コンプレッサ・タービン事業・環境プラント事業等を展開している荏原グループは、企

業理念において、「水と空気と環境の分野で、優れた技術と最良のサービスを提供することによ

り、広く社会に貢献する」と定めています。長期ビジョン「Ｅ－Ｖｉｓｉｏｎ２０３０」では、

「技術で、熱く、世界を支える」というスローガンのもと、同社グループが２０３０年に向けて解

決・改善に取り組む５つのマテリアリティ（重要課題）として、「持続可能な社会づくりへの貢献」

や「環境マネジメントの徹底」等を設定して、これらの解決に取り組んでいます。また、環境負荷の

低減に最大限配慮したものづくりを行うため「環境目標２０３０」を設定し、グループ内事業活

動におけるＧＨＧ（温室効果ガス）総排出量を２０１８年度比２６％削減、廃棄物の再

資源化率について国内では９５％以上を維持することを目指しています。同社グループの荏原

製作所では、「持続可能な社会づくり」に不可欠な水素社会の実現への貢献を全社的に行って

いくため、２０２１年８月に、社長直轄の「ＣＰ水素関連事業プロジェクト」を発足し、脱炭素

社会への流れの中で、今後、市場の拡大が急速に見込まれる水素関連需要に対応していくとし

ています。

株式会社ジェイテ

クト

機械業 ジェイテクトグループは、環境を経営の重要な課題の一つとして位置付け、「Ｎｏ．１＆Ｏｎｌ

ｙ Ｏｎｅ」の事業活動を通じて、持続可能な社会の実現を目指しています。２０５０年の

環境負荷極小化に向けた取組指針「環境チャレンジ２０５０」では「製品・技術」「低炭素社

会の構築」「循環型社会の構築」「自然共生・生物多様性」「環境マネジメント」を５つの柱とし

た取り組みを進めています。例えば「低炭素社会の構築」については、２０４０年までにカーボン

ニュートラルを達成することを目標に掲げ、事業活動に伴うエネルギー使用量を極小化し、製品

の設計から納入までの全プロセスにわたる省エネ化や物流改善、再生可能エネルギーの利用促

進を推進しています。具体的には、２０２０年度、日本・中国・マレーシアの全５工場で計

３，２８５ｋＷの太陽光発電システムを導入し、年間１，３４０ｔのＣＯ２排出量を削

減しました。

株式会社日立製

作所

電気機器業 日立製作所グループは、環境経営で目指す姿を「環境ビジョン」として定め、環境長期目標「日

立環境イノベーション２０５０」を策定し、「脱炭素社会」、「高度循環社会」、「自然共生社

会」の実現に向けて取り組んでいます。特に、脱炭素に向けた取り組みをより加速させ、２０３

０年度までに事業所（ファクトリー・オフィス）のカーボンニュートラル、２０５０年度までにバ

リューチェーン全体でのカーボンニュートラル達成を目指しています。バリューチェーン全体でのＣＯ

２排出量の多くを占めるのは、販売した製品・サービスの使用時におけるＣＯ２排出量であるた

め、主要製品・サービスにおけるＣＯ２排出原単位をベースとした削減目標を設定し、総量削

減に向けて管理しています。具体的には、稼働段階でＣＯ２を排出しないエネルギーシステムや

ＯＴ（制御・運用技術）、ＩＴなどのデジタル技術を活用した新たな脱炭素事業の拡大を通

じて、グローバルなＣＯ２削減に貢献していきます。

23枚組の8枚目です
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※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。
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銘柄名 業種 コメント

富士電機株式会

社

電気機器業 富士電機は、地球環境保護への取り組みを経営の重要課題のひとつと位置づけて、本業を通し

て地球環境保護に貢献する「環境経営」を推進しています。２０１９年に策定した「環境ビ

ジョン２０５０」では、革新的クリーンエネルギー技術・省エネ製品の普及拡大を通じ「脱炭素

社会」「循環型社会」「自然共生社会」の実現を目指すとし、「脱炭素社会」の実現では、サプラ

イチェーン全体でのカーボンニュートラルを目指すことを掲げています。例えば、物流における環境負

荷削減の取り組みとして、同社では、「荷主義務ガイドライン」を定め、エネルギー使用量の把握と

合理化を進めるとともに、地域毎の配送拠点に一括配送する方式の拡大により物流負荷あたり

のＣＯ２排出量原単位を3年連続して改善させています。また、調達・輸送を含めた生産活動

に加え、クリーンエネルギーや省エネ製品の普及拡大により自社製品の稼働時に発生するＣＯ

２削減にも取り組んでいます。

株式会社明電舎 電気機器業 明電舎グループは、「環境ビジョン」において、これまで培ってきた、社会インフラを支えるエネルギー

や水処理分野における事業、製品・技術及びサービスを通じ、「持続可能な社会づくりへの貢

献」を果たすとともに、事業活動における環境負荷を低減するとして、「地球温暖化の防止」「循

環型社会の形成」「生物多様性の保全」の実現に向けてＥＳＧ経営に取り組んでいます。例え

ば、「地球温暖化の防止」に向け、エネルギー消費に起因するＧＨＧ（温室効果ガス）排出

削減のため、照明や空調設備を高効率な設備に更新、電力消費量の見える化による設備運

用の改善、再生可能エネルギー由来の電力調達を進めています。また、同社グループの事業活

動のみならず、製品の環境配慮設計やグリーン調達等により、サプライチェーン全体を通じた環境

対策を推進しています。

日新電機株式会

社

電気機器業 電力エネルギー関連設備を中心とする電気機械器具の製造・販売等を行っている日新電機グ

ループは、ＣＳＲ推進基本方針のひとつに「『地球環境との共存』を重視し、環境負荷を低減す

る製品・サービスの普及に努めるとともに、自らの事業活動における環境負荷も低減します」と掲

げています。また、環境活動の重点項目を定めており、その１つを、「環境配慮製品・サービスの

普及拡大・創出」としています。独自に定める環境配慮項目に１つ以上該当し、ＧＨＧ（温

室効果ガス）排出量を２０００年度比で２０％以上低減した製品を「エコ製品」、５０％

以上低減した製品を「スーパーエコ製品」とし、２０２１年３月末時点でエコ製品１２製品、

スーパーエコ製品１２製品を認定しています。また、変電所設備・受電設備に設置する計器用

変圧器について、地球温暖化係数を約９８％低減する新しい絶縁ガスを適用した製品を開

発・発売する等、新たな環境配慮製品の創出に取り組んでいます。

日本電気株式会

社

電気機器業 ＮＥＣグループは、企業の社会的責任として自らの事業活動に伴う環境負荷低減を図るととも

に、製品・サービスの提供を通して社会全体の環境負荷低減に貢献する「環境経営」を推進し

ています。また、環境面における行動指針「環境方針」を制定し、グループ全体で方針を遵守し

た行動の徹底に努めています。ＥＳＧ視点の経営優先テーマ「マテリアリティ（重要課題）」の

一つに「気候変動（脱炭素）」を特定して緩和と適応の両面から取り組んでおり、「２０５０

年を見据えた気候変動対策指針」を策定して対策を強化しています。同指針に基づき、自社の

事業活動に伴うＣＯ２排出量（Ｓｃｏｐｅ１、２）を２０５０年までに実質ゼロとするこ

とを目指しています。具体的な取り組み内容として、再生可能エネルギーの導入やサプライヤーと

連携した排出量削減プログラムの実施等を行っています。また、ＩＣＴ（情報通信技術）を活

用した省エネ型製品・サービスや自然災害リスクに備えるソリューションの提供等により顧客や社

会の気候変動対策に貢献していくことを目指しています。

富士通株式会社 電気機器業 富士通グループは、環境目標を「グローバルな環境リーディング企業として社会的責任を果たす。

気候変動対策としてパリ協定の１．５℃目標の達成と、革新的なソリューションの提供による、

資源の有効利用を含めた環境課題解決に貢献する。」とし、環境活動を計画的かつ継続的に

レベルアップさせるため、具体的な取組目標として環境行動計画を定めています。現在第１０

期となる環境行動計画では、グローバルな社会課題である「気候変動」、「資源循環」、「自然

共生（生物多様性の保全）」の３つの軸ごとに目標を設定し、２０２１年度から２０２２

年度までの２年間でサプライチェーンを通じた環境負荷低減に努めていくとしています。具体的な

取り組みとして、「気候変動」では、事業拠点のＧＨＧ（温室効果ガス）排出量を毎年基準

年（２０１３年度）の４．２％以上削減するとし、「資源循環」では、製品の省資源化・資

源循環性向上を推進し、新製品の資源効率を２０１９年度比１０％以上向上するとしてい

ます。また、「自然共生」では企業活動による生態系・生物多様性への影響を見える化し、低減

することを目指しています。

23枚組の9枚目です



基準日：　2022年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

ＥＩＺＯ株式会

社

電気機器業 映像機器をはじめ、さまざまな映像環境ソリューションの提供を行うＥＩＺＯグループは、製品が

環境配慮型であることはもちろん、製品づくりおよび事業活動の側面においても環境保全を行う

べきであるという考えのもと、「環境・エネルギー基本方針」を定め、これに基づく環境・エネルギーマ

ネジメントシステムを確立しています。製品開発においては、各種法令・規制、国内外の規格、

業界動向、社会情勢を考慮のうえ、製品環境配慮の向上を目指しており、同社グループが独自

に定める「環境適合性基準」に基づいて、製品環境アセスメント（環境配慮の度合いの評価）

を実施しています。具体的事例としては、製品におけるプラスチックの削減を進めており、製品に

よっては外装に再生プラスチックを５０％以上使用し、リサイクルに貢献しています。また２０２

１年７月に販売した製品においては、緩衝材を発泡スチロールから再生紙でできたパルプモール

ドに切替えることで、原材料調達から納入までのＣＯ2排出量を従来比２８％削減させていま

す。

ソニーグループ株式

会社

電気機器業 ソニーグループは、２０５０年までに「環境負荷ゼロ」を実現するため、環境計画「Ｒｏａｄ

ｔｏ Ｚｅｒｏ」を推進しています。環境に関わる４つの視点（気候変動、資源、化学物

質、生物多様性）それぞれにゴールを設定し、気候変動では「製品でもＣＯ２排出量ゼロ」、

資源では「新たな採掘資源の使用ゼロ」、化学物質では「原材料からの徹底管理」、生物多様

性では「自然環境との共生」を掲げています。この目標の実現に向け、同社グループでは、２０

５０年からのバックキャスティングで５年ごとに環境中期目標を設定しており、２０２１年４月

から２０２５年度までの新たな目標では、製品のライフサイクルのステージごとに環境負荷低減

に取り組んでいます。具体的には、２０２５年度までに自社オペレーションのＧＨＧ（温室効

果ガス）総排出量を２０２０年度比５％削減する、製品１台あたりの年間消費電力量を

２０１８年度比５％削減する、国際間・域内の物流におけるＧＨＧ総排出量を２０１８

年度比１０％削減する等を目指しています。

TDK株式会社 電気機器業 ＴＤＫグループは、社会の持続可能な発展のために、地球環境との共生が重要な経営課題の

一つと認識し、その実現に向けた行動を、あらゆる事業活動の中で、全員で実行することを環境

基本理念に掲げています。より健全な地球環境を次世代に継承するために、資源の有限性を

認識し、気候変動や生物多様性に配慮した迅速かつ効果的な環境活動を社会に先駆けて実

践する環境方針を宣言しています。同方針の下、「ライフサイクル的視点でのＣＯ２排出原単

位を２０３５年までに半減」することを掲げた「ＴＤＫ環境ビジョン２０３５」と具体的な活動

計画として策定された「ＴＤＫ環境・安全衛生活動２０２５」に基づき、事業活動における環

境負荷の最小化と自然環境の育成、お客様と社会に貢献する製品の提供、安全で健康な職

場環境の形成を推進しています。２０２０年度の取組実績では、太陽光発電システムの導入

を進め、２０２１年３月３１日現在、ＴＤＫグローバルの再生可能エネルギーの使用比率は

２３．９％になっています。

アルプスアルパイン

株式会社

電気機器業 電子部品事業を中核とするアルプス電気と、車載情報機器事業を中核とするアルパインが２０

１９年に経営統合して発足したアルプスアルパインは、企業理念にある「人と地球に喜ばれる新

たな価値の創造」を実践することで、持続可能な社会への貢献と企業価値の向上を目指してい

ます。環境の取り組みを重大な経営課題のひとつと捉え、環境負荷低減に貢献する製品の提

供、事業活動における環境負荷低減を中心に環境経営を推進しています。２０１９年度から

の第１次環境保全中期行動計画では、同社グループ全体で２０５０年度のＧＨＧ（温室

効果ガス）排出量を２０１３年度比８０％削減との長期目標を設定しています。また、資源

の有効利用の観点から廃棄物削減にも取り組んでおり、２０１５年度を基準年とし、売上高

原単位換算で２０２１年まで年平均１％の削減を目標としています。さらに、廃棄物の再資

源化も進めており、２０２０年度は、前年度比２．３％向上（改善）、再資源化率は９

８．４％に達しました。

株式会社デンソー 輸送用機器業 自動車部品メーカーのデンソーグループは、「地球環境の維持と両立」に向けて、「先進的なクル

マ社会の創造」に貢献できる企業グループを目指しています。２０２１年度からは「Ｒｅｂｏ

ｒｎ２１」をスローガンに、「環境」、「安心」を通じて、社会の皆様、お客様のお役に立つという

大義のもと、質の高い同社に変革していくことを目指しています。同社では、「環境経営」に向けた

長期のコミットメントおよび環境方針として「デンソーエコビジョン」を１０年ごとに策定しており、「デ

ンソーエコビジョン２０２５」においては、２０２５年に達成すべき３つの目標として、ＣＯ２排

出量の半減を目指す「エネルギー１／２」、環境負荷物質の影響や排出物・廃棄物の半減を

目指す「クリーン×２」、クルマの燃費性能の向上、工場や地域の緑化、従業員の環境マインド

向上を目指す「グリーン×２」を定めています。３つの目標を「製品」「工場」「社員」「経営」のそ

れぞれの段階で実現するため、具体的行動である「アクション１０」を推進しています。

23枚組の10枚目です



基準日：　2022年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

カシオ計算機株式

会社

電気機器業 カシオグループは、「カシオグループ環境理念」の中で、カシオグループ環境ビジョンを定めており、

「健全な地球環境が、あらゆる経済的営みの基盤であることを認識し、事業活動全般を通じて

環境負荷の低減に努め、将来にわたって健全で持続可能な地球社会の実現を目指します」と

掲げています。また、同ビジョンの実現に向けて、カシオグループ環境基本方針において「脱炭素

社会の実現」「資源循環社会の実現」「自然との共生」を重要な課題と位置づけています。「脱

炭素社会の実現」を目指して、ＧＨＧ（温室効果ガス）排出量の目標を、Ｓｃｏｐｅ１、

２合計については２０３０年度までに２０１８年度比３８％削減、２０５０年度までに実

質ゼロ、Ｓｃｏｐｅ３については「購入した製品・サービス」と「販売した製品の使用」のカテゴ

リーで２０３０年度までに２０１８年度比３０％削減と設定しています。これを達成するため

に、各拠点での省エネ活動や高効率設備の導入や、主要サプライヤーに対してＧＨＧ削減目

標設定の働きかけ等を行っています。

京セラ株式会社 電気機器業 京セラグループは、創業以来、「敬天愛人」の社是のもと、「社会との共生」「世界との共生」「自

然との共生」の３つの「共生（ＬＩＶＩＮＧ ＴＯＧＥＴＨＥＲ）」を全ての企業活動の基

本に置き、エコロジー（環境性）とエコノミー（経済性）の両立を追求しながら持続的な発展

を目指す環境経営に取り組んでいます。気候変動対策を重要課題と認識し、長期環境目標と

して、ＧＨＧ（温室効果ガス）排出量（Ｓｃｏｐｅ１、２およびＳｃｏｐｅ１、２、３）

を２０３０年度に２０１９年度比４６％削減、２０５０年度にカーボンニュートラルと設定

しました。目標達成のため、生産用燃料の液化石油ガスから天然ガスへの転換、代替フロン冷媒

設備への更新、ヒートポンプの技術を活用した排熱回収チラーの導入といった省エネ施策や、太

陽光発電システムの新規導入を進めるほか、離れた場所に設置した太陽光発電システムから蓄

電池を活用して電力を「自己託送」する実証実験等を行っています。

株式会社村田製

作所

電気機器業 コンデンサをはじめとする各種電子部品の研究開発・生産・販売を行っている村田製作所は、

「ＣＳＲ憲章」の「環境保全」の項目において、「企業活動の過程で生じる社会、環境、天然資

源への悪影響を抑え、健康で安心して暮らせる社会の実現を目指します」と掲げています。社会

課題を起点としたマテリアリティ（重点課題）のひとつに「気候変動対策の強化」を選定し、Ｇ

ＨＧ（温室効果ガス）排出量の２０３０年度目標をＳｃｏｐｅ１、２合計で２０１９

年度比４６％減、Ｓｃｏｐｅ３で２０１９年度比２７．５％減と設定して、省エネル

ギー、再生可能エネルギー導入拡大等を推進しています。これまでの設備投資を中心とした省エ

ネだけでなく、自社のセンシングとＩｏＴ（モノのインターネット）技術を組み合わせたエネルギー

マネジメントシステムを構築し、生産におけるエネルギー使用の最適化に取り組んでいます。また、

再生可能エネルギー導入拡大として、太陽光発電の導入や水力・地熱発電由来の電力メ

ニューの活用等を進めています。

ニチコン株式会社 電気機器業 電子・電機機器に不可欠なコンデンサや回路製品の開発・製造・販売を手がけているニチコング

ループは、経営理念に、「価値ある製品を創造して明るい未来社会づくり」に貢献することと「より

良い地球環境の実現」に努めることを明記しており、この考え方に基づいて、環境に好影響を与

えることや環境負荷物質の低減を考慮して製品開発を進めています。環境に好影響を与える

取り組みとしては、太陽光発電でつくった電気を蓄えて夜間や停電時に使用できる蓄電システム

や、電気自動車等の電池を用いて家庭に電気を供給するＶ２Ｈ（Ｖｅｈｉｃｌｅ ｔｏ

Ｈｏｍｅ）システムを開発・供給しています。環境負荷物質の低減の取り組みとしては、主力

製品のコンデンサにおいて、ポリ塩化ビニル・鉛・六フッ化硫黄の不使用により、廃棄時の有害物

質による環境汚染を防止しているほか、機器の省エネに寄与する低抵抗化等を推進していま

す。また、回路製品においては、使用材料削減につながる小型化や、低消費電力化に取り組ん

でいます。

株式会社ＩＨＩ 機械業 ＩＨＩグループは、地球環境にかかる負荷を低減し、地球環境を守る使命があると考え、気候

変動対策、資源循環、汚染対策等の社会課題の解決に向け、経営方針に沿った活動計画を

３ヵ年ごとに策定し、社会システム全体の環境負荷低減に取り組んでいます。同社グループは、

気候変動への対策を重要な経営課題のひとつとして捉え、２０２１年１１月に発表した「Ｉ

ＨＩグループＥＳＧ経営」においては、気候変動への対応として「２０５０年までに、バリュー

チェーン全体でカーボンニュートラルを実現」するとしてＩＨＩカーボンニュートラル２０５０を宣言

しています。この実現のために、先駆的技術の積極的採用、燃料転換等の生産活動におけるＣ

Ｏ２排出量削減の取り組みのほか、新技術による排出量削減の取り組みとして、水素・アンモニ

アの利用やカーボンリサイクルの実現等を挙げています。

23枚組の11枚目です



基準日：　2022年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

株式会社めぶき

フィナン シャ ルグ

ループ

銀行業 めぶきフィナンシャルグループでは、企業活動の基本方針である「企業倫理」において環境問題へ

の取り組み方針を定め、グループ会社を通じて環境保全活動に取り組んでいます。２０２２年

３月に開催したサステナビリティ委員会において、気候変動の対応強化の一環として、国内事業

所の「２０３０年度のＣＯ２排出量ネット・ゼロ」を目標として定め、再生可能エネルギーメ

ニューの活用や非化石証書購入等を通じた自社契約電力の再生可能エネルギー化を進めると

しています。また、サステナブルファイナンスに関する目標として、２０２１年度から２０３０年

度までにサステナブルファイナンス３兆円、うち環境系ファイナンス２兆円を実行目標に設定して

います。具体的な取り組みとして、「環境配慮型私募債」では、同社グループの足利銀行が定め

る機関からの認定・認証等を取得している企業が私募債を発行する際、発行費用を一般の私

募債より低く設定することで、環境に配慮した取り組みを行う企業を支援しています。

トヨタ自動車株式

会社

輸送用機器業 トヨタ自動車は、「トヨタ地球環境憲章」のもと、トヨタの地球環境に対する２０５０年までの長

期的な取り組みを「トヨタ環境チャレンジ２０５０」として、２０１５年に策定し、「新車ＣＯ

２ゼロ」「工場ＣＯ２ゼロ」「ライフサイクルＣＯ２ゼロ」「水環境インパクト最小化」「循環型社

会・システム構築」「人と自然が共生する未来づくり」の６つのチャレンジに取り組んでいます。具体

的な取り組みとして、「新車ＣＯ２ゼロ」では、環境性能の向上と電動車ラインアップの拡充、

「工場ＣＯ２ゼロ」では再生可能エネルギー導入拡大、「水環境インパクト最小化」では塗装工

程における水の再利用や蒸気使用量の低減、等を行っています。カーボンニュートラルへの新たな

アプローチとして２０２１年４月に水素エンジンの技術開発に取り組んでいることを発表しまし

た。この技術は、同社が長年培ってきた内燃機関技術を活かしつつ、カーボンニュートラルにも貢

献できる大きな可能性を秘めた技術である、としています。

新明和工業株式

会社

輸送用機器業 航空機、ダンプトラック等の特装車、産業・環境システム等の製造・販売を行っている新明和グ

ループは、企業活動における全てのプロセスで、地球環境への負荷を低減するとともに、事業活

動を通じた省エネルギー型製品の開発や、高品質なサービスの提供を通じて、社会課題解決に

取り組むことを環境保全への基本姿勢としています。事業活動によって生じる環境負荷への影

響を低減する全社横断機能として「環境マネジメント推進委員会」を組織して取り組みを推進

しており、ＩＳＯ１４００１に基づく運用により環境保全の継続的改善を図っています。環境

負荷低減活動としては、地球温暖化防止に向け、工場とその他部門での化石燃料（天然資

源）の有効利用等による省エネ、３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）とリフューズ（ごみとな

るものは受け取らない）による廃棄物削減、工場での水の使用量・排水量の適正管理、汚染

物質の大気・水域への排出についての厳しい自主規制等を行っています。

マツダ株式会社 輸送用機器業 マツダグループは、「マツダ地球環境憲章」において、「国内外全ての企業活動において、自然との

調和を図りながら、地球環境の保護と豊かな社会づくりに貢献します。」と掲げ、２０５０年のサ

プライチェーン全体でのカーボンニュートラル化への挑戦を宣言し、その実現に向けて、商品と事業

活動を通じた、クルマのライフサイクル全体でのＣＯ２排出削減の取り組みを推進しています。ま

た、環境マネジメントの取り組みとして、グリーン調達の推進、サプライヤーの環境マネジメントシス

テム構築対応、環境監査の実施、感覚公害の防止、環境教育、環境モニタリング、環境事故

の対応訓練および防止キャンペーン等に取り組んでいます。さらに、環境負荷軽減への取り組みと

して、排出ガスのクリーン化、貴金属シングルナノ触媒技術、化学物質・重金属の適正な管理、

自動車部品の材料情報収集・管理、車室内ＶＯＣ（揮発性有機化合物）の削減、自動車

騒音の低減、大気汚染防止等に取り組んでいます。

本田技研工業株

式会社

輸送用機器業 Ｈｏｎｄａグループは、全ての環境取り組みの指針となる「Ｈｏｎｄａ環境宣言」において、

製品のライフサイクルの各段階で環境負荷を低減する姿勢を明文化し、「Ｈｏｎｄａ環境・安

全ビジョン」に掲げた「自由な移動の喜び」と「豊かで持続可能な社会」の実現に向けて環境負荷

の低減に取り組んでいます。環境側面の重要課題として「気候変動・エネルギー問題への対応」

「資源の効率利用」「クリーンな大気の保全」を定めており、２０５０年のＣＯ２排出量の実質

ゼロ化、カーボンフリーエネルギー活用率１００％、サステナブルマテリアル使用率１００％を目

標として掲げています。２０２１年４月には、新たな目標として「２０５０年に全製品・企業

活動を通じたカーボンニュートラル」、「電気自動車・燃料電池自動車の販売比率を、先進国全

体で２０３０年に４０％、２０３５年に８０％、２０４０年にはグローバルで１００％」を

目指すことを表明しています。また、２０２１年１０月には、中国では２０３０年以降、新型

ガソリンモデルの投入を行わず、新たに投入する四輪車はすべてハイブリッド車やＥＶ（電気自

動車）等の電動車とすることを発表しました。

23枚組の12枚目です



基準日：　2022年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

銘柄名 業種 コメント

株式会社ユナイテッ

ドアローズ

小売業 国内外のデザイナーズブランドとオリジナル企画の紳士服・婦人服等のセレクトショップを展開して

いるユナイテッドアローズは、行動指針のなかで「環境保全と社会貢献」を掲げ、「地球（環境）

にやさしいことは、あなた（人）にもやさしい」との考えを基盤に、Ｒｅｄｕｃｅ（リデュース：ご

みを減らし）・Ｒｅｕｓｅ（リユース：再利用を心がけ）・Ｒｅｃｙｃｌｅ（リサイクル：再

生物を利用する）の３Ｒをはじめとした自らの環境負荷削減に努めることを定めています。また、

サステナビリティの取り組みを経営理念に次ぐものとして位置づけて、５つのサステナビリティ推進

テーマのうちの「資源」では、事業活動を通じて排出される廃棄物の削減と不要になった衣料の

再利用・再資源化を促進し、循環利用に貢献することを目指しています。例えば、ショッピング

バッグ等の包装資材については、顧客への声がけによる適量利用の推進、古紙や認証紙といった

環境配慮素材への切り替え、サイズの集約等を進めています。

株式会社リコー 電気機器業 リコーグループは、「環境負荷削減と地球の再生能力向上に取組み、事業を通じて脱炭素社

会、循環型社会を実現する。」をグループ環境宣言に掲げ、環境活動に取り組んでいます。「バッ

クキャスティング方式」を目標設定の手法として採用し、同社の目指すべき社会である「Ｔｈｒ

ｅｅ Ｐｓ Ｂａｌａｎｃｅ（環境・社会・経済の３つのＰ＝Ｐｌａｎｅｔ，Ｐｅｏｐ

ｌｅ，Ｐｒｏｓｐｅｒｉｔｙ）」の実現に向けた通過点として、２０３０年および２０５

０年の脱炭素・省資源目標を設定しています。２０５０年目標 としては、バリューチェーン全

体のＧＨＧ（温室効果ガス）排出ゼロを目指すこと、事業に必要な電力を１００％再生可

能エネルギーに切り替えることを掲げ、具体的な取り組みとして、同社グループでは、優れた省エネ

性能と使いやすさを両立したオフィス機器、太陽や照明光等の再生可能エネルギーで稼働する

ソリューション等の技術革新等に取り組んでいます。

大日本印刷株式

会社

その他製品業 ＤＮＰグループは、果たすべき３つの責任として「価値の創造」「誠実な行動」「高い透明性

（説明責任）」を挙げ、これらをしっかりと社会で果たしていくための前提として、事業活動の根

幹となる「ＤＮＰグループビジョン ２０１５」と、全社員がとるべき行動を示した「ＤＮＰグルー

プ行動規範」を定めています。同社の行動規範のひとつに「環境保全と持続可能な社会の実

現」を掲げ、環境法規の遵守はもとより、あらゆる事業活動において環境との関わりを認識し、温

暖化防止、水使用量削減、生物多様性保全等のテーマについて、目標を掲げて取り組みを進

めています。同社グループは、２０３０年度までに温室効果ガス排出量を２０１５年度比で

２５％削減する目標から４０％削減へと引き上げ、ＳＢＴイニシアチブの新基準である２℃を

十分に下回る水準に抑える「Ｗｅｌｌ－ｂｅｌｏｗ２℃目標」の更新認定を２０２１年

４月に取得しました。

リンテック株式会社 その他製品業 リンテックグループは社是「至誠と創造」の実現に向け、「ＬＩＮＴＥＣ ＷＡＹ」「リンテックグ

ループ行動規範ガイドライン」を基本に「粘着応用技術」、「表面改質技術」、「システム化技

術」、「特殊紙・剝離材製造技術」という４つの基盤技術を進化させ、新たな価値を生み出して

いるとしています。また、社是「至誠と創造」を根幹に、ＳＤＧｓを経営に組み込み、変化し続け

る社会課題を踏まえて２０２１年に再度特定したマテリアリティ（重要課題）のひとつに、「気

候変動への対応」を設定しています。気候変動の緩和と適応に関する取り組みとして、各工場に

おいて２０２０年度は、生産設備の効率運転、ボイラーの効率運転、空調管理、照明のＬＥ

Ｄ化推進等の省エネルギー活動に取り組みました。２０２１年度は、低炭素排出の電力使用

にも取り組み、２０２０年度原単位で、ＣＯ２排出量は１％、電力使用量は１％の改善を

目指しています。

三井物産株式会

社

卸売業 三井物産グループは、環境方針において、世界中の国や地域における事業活動を通じて環境

課題の解決に取り組むことを定め、中期経営計画２０２３において「気候変動」と「サーキュラー

エコノミー」をサステナビリティ経営における重要課題として挙げています。「気候変動」については、

２０５０年のネットゼロエミッションと、その道筋として、２０３０年に、自社排出量から事業を

通じて実現した削減貢献量を差し引いた、「ＧＨＧ（温室効果ガス）インパクト」の２０２０

年度比半減を目指し、総合商社ならではの産業横断的な事業形態を活かして、脱炭素化を

意識した事業ポートフォリオの構築等に取り組んでいます。「サーキュラーエコノミー」については、川

上から川下までの幅広い事業で培ったネットワークを活かして、適切な資源・原料を提案し、使い

終わった資源を回収して別の事業で再利用を行う等、新たなビジネスモデルや事業の創出を

行っていくこととしています。

23枚組の13枚目です



基準日：　2022年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

BIPROGY 株 式

会社

情報通信業 クラウドやアウトソーシングなどのサービスビジネス等を展開するＢＩＰＲＯＧＹ（２０２２年

に日本ユニシスから社名変更）グループは、グループ環境方針において、「顧客・パートナーと共に

社会を豊かにする価値を提供し、社会課題を解決する企業として、環境に配慮した事業活動

を継続的に推進」することを基本理念として、環境保全活動を推進しています。２０２０年に

公表した「環境長期ビジョン ２０５０」では、「ゼロエミッション社会の実現」を目標に掲げ、２

０２１年には、ゼロエミッションを含む３つの社会インパクトを柱に価値創造を目指す「Ｖｉｓｉ

ｏｎ２０３０」を公表しました。新たなマテリアリティ（重要課題）の一つとして、「ゼロエミッショ

ン社会の実現に向けた、デジタルを活用した環境貢献と事業活動にともなう環境負荷の低減」を

定め、具体的な取り組みとして、カーボンニュートラルやサーキュラーエコノミーを促進する環境貢献

型サービスの提供や、再生可能エネルギーの調達等、事業活動の低炭素化を進めていくとしてい

ます。

株式会社イズミ 小売業 中国・四国・九州エリアを中心に総合スーパー「ゆめタウン」等を展開するイズミグループは、サステ

ナビリティ基本方針において事業を通じて社会課題の解決に取り組むことを定めており、マテリアリ

ティのひとつに「脱炭素社会の実現と資源の有効活用をする」を挙げ、２０５０年に「店舗運営

に伴うＣＯ２排出量実質ゼロ」「食品ロス２０１８年度比８０％削減」「食品廃棄物リサイク

ル率１００％」等を目指しています。ＣＯ２排出量削減については、店舗屋上での太陽光発

電、有機ＥＬ照明の導入、重油式空調設備の電気式への更新を進めるほか、中国電力が買

い取った家庭の太陽光発電の余剰電力に対して同社が電子マネーを進呈する「ゆめかプラン」制

度を導入しています。食品ロス・食品リサイクル対策としては、食品廃棄量を毎日「見える化」し

て消費期限が迫った商品を売り切る対策の実施や、食品廃棄物を飼料・肥料・バイオディーゼ

ル燃料として再生利用する等しています。

株式会社三菱Ｕ

ＦＪフィナンシャル・

グループ

銀行業 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループは、環境・社会課題解決と経営戦略を一体と捉えた価値創

造に取り組むことを「ＭＵＦＧのサステナビリティ経営」と定め、パーパス（存在意義）である「世

界が進むチカラになる。」を起点として特定した環境・社会課題のひとつに「気候変動対応・環境

保全」を掲げています。ＧＨＧ（温室効果ガス）については、２０３０年までにグループ自らの

排出量ネットゼロ、２０５０年までに投融資ポートフォリオの排出量ネットゼロの達成を宣言して

います。その実現に向け、サステナブルファイナンスの２０１９～２０３０年度累計実行額３

５兆円、うち環境分野１８兆円を目標として、再生可能エネルギー事業向けの融資・プロジェク

トファイナンスやグリーンボンドの引受・販売を実施しています。また、石炭火力発電所に対して

は、新設および既存設備拡張にはファイナンスを実行しないこととし、プロジェクトファイナンス残高

を２０４０年度を目途にゼロとすることを目標としています。

株式会社三井住

友フィナンシャルグ

ループ

銀行業 三井住友フィナンシャルグループは、持続可能な社会の実現を目指すうえでの基本姿勢である

「ＳＭＢＣグループ　サステナビリティ宣言」において、気候変動をはじめとする環境課題の解決に

はイノベーションが不可欠との認識のもと、パリ協定の精神を支持して環境課題の解決に貢献し

ていくことを宣言しています。２０５０年カーボンニュートラルに向けた「気候変動対策ロードマッ

プ」を策定し、２０３０年までに同社グループのＧＨＧ（温室効果ガス）排出量ネットゼロを、

また２０５０年までに投融資ポートフォリオ全体でネットゼロを実現することにコミットしています。

グリーンファイナンスの２０２０～２０２９年度実行額２０兆円を目標に、再生可能エネル

ギー向けプロジェクトファイナンスの組成やグリーンボンドの引受を行う一方で、石炭火力発電所に

対しては新設・拡張案件への支援は行わない方針で、プロジェクトファイナンス残高を２０４０

年度を目処にゼロとすることを目標としています。

株式会社千葉銀

行

銀行業 千葉銀行グループは、「ちばぎんグループ サステナビリティ方針」のもと、長期志向で社会価値と

経済価値との両立を目指す「持続的経営」に取り組んでおり、「ちばぎんグループＳＤＧｓ宣

言」において「環境保全」をマテリアリティ（重要課題）のひとつとして定めています。環境課題の

解決に向けた「ちばぎんグループ環境方針」では、気候変動リスクへの対応を重大な課題と認識

して脱炭素社会の実現を目指した取り組みを行うとしています。２０１９年度～２０３０年

度のサステナブル・ファイナンス実行額目標２兆円のうち環境系ファイナンスで１兆円と設定して、

太陽光発電、バイオマス発電、風力発電等、再生可能エネルギー関連の融資やプロジェクトファ

イナンスを強化しています。また、環境・社会に大きな影響を与えると考えられる特定のセクターに

関する融資ポリシーを定め、新設の石炭火力発電所向け与信には原則として取り組まないことと

しています。

23枚組の14枚目です



基準日：　2022年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

イオンフィナンシャル

サービス株式会社

保険・証券・その

他金融業

イオンフィナンシャルサービスは、「金融サービスを通じ、お客さまの未来と信用を活かす生活応援

企業」という経営理念のもと、ステークホルダーの期待に応え、社会の持続可能な発展に貢献す

る企業集団を目指すとともにそのためのビジネスを推進しています。脱炭素に向けた取り組みとし

て、住宅関連企業やカーディーラーとの提携を通じ、Ｖ２Ｈ（Ｖｅｈｉｃｌｅ ｔｏ Ｈｏｍ

ｅ）の導入を検討しているイオンカード会員に対し、脱炭素型住宅（ＺＥＨ）の新築・リフォー

ムと電気自動車（ＥＶ）購入資金の借入が同時に申込可能なサービスを、一部地域から提

供を始めています。そのほか、「ＰＥＴ－Ｇ素材のクレジットカードの発行」、「磁気ストライプの復

元」等により環境負荷を低減する等、「生活に密着した金融商品・サービス」の提供を通じて、

「低炭素社会の構築」、「生物多様性の保全」、「資源循環型社会の形成」を柱とし環境保全

に取り組んでいます。

ＭＳ＆ＡＤイン

シュアランス グルー

プ ホールディングス

株式会社

保険・証券・その

他金融業

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループは、「グローバルな保険・金融サービス事業を通じて、安心と

安全を提供し、活力ある社会の発展と地球の健やかな未来を支えます」という経営理念の実現

に向け、「価値創造ストーリー」を紡ぐ企業活動を通じて、社会との共通価値を創造し、「レジリエ

ントでサステナブルな社会」を目指すとしています。同社グループは、優先的に取り組む課題とし

て、「気候変動の緩和と適応に貢献する」、「自然資本の持続可能性向上に取り組む」、「人権

を尊重した活動と対話を実践」、を掲げています。保険事業者として、自然災害による巨大な集

積損害リスクへの対応を進めるとともに、社会の変化を捉え、同社のリスクマネジメントを高度化

しています。また、ＣＯ２排出量を２０５０年度までにネットゼロにする目標を掲げ、取り組み

を進めています。さらに、保険やコンサルティングの提供を通じて、気候変動による異常気象が企

業等の活動に与える影響への対策の提供、脱炭素社会への移行に貢献する商品・サービスの

開発を通じ、持続可能な発展を支援しています。

第一生命ホール

ディングス株式会

社

保険・証券・その

他金融業

第一生命グループは、お客様、社会、株主・投資家、従業員からの期待に応え続けるための企

業行動原則として「ＤＳＲ（Ｄａｉ－ｉｃｈｉ’ｓ Ｓｏｃｉａｌ Ｒｅｓｐｏｎｓｉｂ

ｉｌｉｔｙ）憲章」を定めており、その中で地球環境保護を社会的責任と捉え、日常的かつ

継続的に環境保護活動に取り組むとしています。環境保護・生物多様性の保全に資する同社

グループの社会貢献活動では、２０２２年３月に、プラスチックごみの削減に向けたグループ横

断的な環境イベント「ＥＣＯｎｎｅｃｔ（エコネクト）プラスチックレスチャレンジ」を開催し、マ

イボトル・マイバックの写真等、各自の取り組みを社内の専用サイトに投稿・共有することで、従業

員の環境意識醸成・行動変容を促進しました。また、気候変動問題への対策、生物多様性の

確保に向け、一般社団法人ｍｏｒｅ ｔｒｅｅｓ（モア・トゥリーズ）と協働して、北海道足

寄町に「第一生命の森」を作り、植林活動を開始しました。

三井不動産株式

会社

不動産業 三井不動産グループでは、「グループ環境方針」のもと、「環境負荷の低減（Ｌｏａｄ　ｒｅｄ

ｕｃｔｉｏｎ）」「安全・安心、快適性の向上および持続可能性の確保（Ｑｕａｌｉｔｙ

ｉｍｐｒｏｖｅｍｅｎｔ）」「様々な主体との多様な連携・協力（Ｃｏｏｐｅｒａｔｉ

ｏｎ）」の３分野を一体的に推進することを取り組み方針としています。同社グループでは、２

０２１年１１月に、グループ全体のＧＨＧ（温室効果ガス）排出量を２０３０年度までに

４０％削減（２０１９年度比）、２０５０年度までにネットゼロという目標を設定し、目標

達成に向けた包括的かつ具体的な戦略として、新築・既存物件における環境性能向上や物件

共用部・自社利用部の電力グリーン化といった行動計画を策定しています。また、洋上風力発

電や地熱発電など新技術の活用による創エネ事業の検討・推進やオープンイノベーションなどの

取り組みを進め、さまざまなパートナーと力を合わせて、社会全体での脱炭素に向けた取り組みに

貢献していくとしています。

三菱地所株式会

社

不動産業 三菱地所グループは、「三菱地所グループ環境基本方針」に基づいて、地球環境との共生に積

極的に取り組むとともに、２０１９年３月には２０３０年に向けた「三菱地所グループＣＯ２

中長期排出削減目標」を策定しました。２０２２年３月には、ＳＢＴイニシアチブが２０２

１年１０月に公表した「ネットゼロ新基準」に沿って、従来の排出量削減目標の見直しを行い、

２０３０年度までに、Ｓｃｏｐｅ１＋２を２０１９年度比７０％以上、Ｓｃｏｐｅ３を

同年度比５０％以上削減、２０５０年までに「ネットゼロ」達成を目指しています。また、再生

可能電力比率目標を設定しており、２０２５年度までにグループ全体で１００％達成を目

指しています。再生可能エネルギーの利用推進の一環として、２０２１年度より丸の内エリア

（大手町・丸の内・有楽町）の１８棟、横浜ランドマークタワーおよび大名古屋ビルヂングにお

いて、テナント使用分を含む全電力を再生可能エネルギーによる電力としています。

23枚組の15枚目です



基準日：　2022年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）
銘柄名 業種 コメント

東日本旅客鉄道

株式会社

運輸業 ＪＲ東日本グループは、２０２０年度、新たに環境長期目標「ゼロカーボン・チャレンジ２０５

０」を策定し、グループ一体となって、２０５０年度のＣＯ２排出量「実質ゼロ」に挑戦すると

しています。目標達成に向けた具体的な取り組みとして、同社グループが有するエネルギーネット

ワークのほか、グループの事業運営におけるさまざまなフェーズで、新たな技術の導入や再生可能

エネルギーの開発推進、水素社会の実現に向けた挑戦等を積極的に進めています。例えば、水

素を燃料とする燃料電池と蓄電池を電源とするハイブリッドシステムを搭載した試験車両を開発

し、２０２２年３月頃より、鶴見線および南武線でハイブリッド車両（燃料電池）試験車両

（愛称ＨＹＢＡＲＩ：ひばり）の実証試験を開始し、実証試験の状況を踏まえ、将来の社

会実装を目指しています。また、水素社会実現の一環として高輪ゲートウェイ駅近くに水素ス

テーションも開設しています。

ヤマトホールディン

グス株式会社

運輸業 ヤマトグループでは、持続可能な未来を切り開く将来の姿として「つなぐ、未来を届ける、グリーン

物流」を環境ビジョンとして掲げ、人や資源、情報をこれまで以上に高度につなぎ、環境や生活、

経済によりよい物流を目指しています。そして、「エネルギー・気候」「大気（汚染防止）」「資源

循環・廃棄物」「社会と企業のレジリエンス」を４つの重要課題として特定し、中でも気候変動は

国際社会の最重要課題のひとつであるとして、長期目標としてＧＨＧ（温室効果ガス）排出

実質ゼロ（自社排出）を設定しています。具体的な取り組みとしては、ハイブリッド自動車や電

気自動車等の低炭素車両へのシフト、および市街地集配での電動アシスト自転車や台車等の

使用を進めています。また、２０１９年度、２０２０年度の２年間で、中型免許を持たなくて

も運転ができる小型商用の電気トラックを約５００台導入し、今後は２０３０年までに、２

万台のＥＶ導入を目指しています。

NIPPON

EXPRESSホール

ディングス株式会

社

運輸業 ＮＸグループは、グループ全体で地球環境への責任を果たしていくため「ＮＸグループ環境憲章」

を制定し、これに基づき、環境経営の実践に取り組んでいます。具体的には、同社グループでは、

２０１１年から独自のエネルギー見える化システム「Ｎｉｔｔｓｕ Ｅｃｏｌｏｇｙ ＆

Ｅｃｏｎｏｍｙ Ｓｙｓｔｅｍ」を運用し、現在、国内約２，０００カ所の拠点で使用す

る軽油や電気、ガスなどのエネルギー使用量を正確に把握することで、拠点ごとの環境マネジメン

トシステムの運営やエネルギー使用量の削減につなげています。また、集約したデータは節電等省

エネ活動の取り組み結果として対外的な情報開示や新たな省エネ目標の策定に活用していま

す。さらに、同社グループではモーダルシフト（貨物輸送をトラックから船や鉄道に変えること）を

推進しており、鉄道と内航船の双方に積載可能な１２フィートハイブリッドコンテナを開発する

等、環境負荷の高いトラック中心の輸送形態から鉄道・船舶を利用した環境負荷の低い輸送

サービスへ切り替えることで燃料消費に伴うＣＯ２排出量の削減に取り組んでいます。

日本電信電話株

式会社

情報通信業 ＮＴＴグループでは、２０２１年に、環境を含むＣＳＲ活動の基本方針であるこれまでのＣ

ＳＲ憲章を再構築し、新たに 「ＮＴＴグループ サステナビリティ憲章」を制定し、本憲章に基

づき、「企業としての成長」と「社会課題の解決」を図り持続可能な社会を実現するための各種

取り組みを推進しています。同年に策定した、「ＮＴＴ Ｇｒｅｅｎ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏ

ｎ ｔｏｗａｒｄ ２０４０」では、２０４０年度までにカーボンニュートラルの実現を目指

し、２０３０年度までの目標として、「ＮＴＴグループの温室効果ガス排出量８０％削減

（２０１３年度比）」等を主な目標に掲げています。また、同社グループでは、これまでのインフ

ラの限界を超えた高速大容量通信ならびに膨大な計算リソース等を提供可能な、端末を含む

ネットワーク・情報処理基盤の構想で、通信の高速・省電力化を実現するＩＯＷＮ（Ｉｎｎ

ｏｖａｔｉｖｅ　Ｏｐｔｉｃａｌ　ａｎｄ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）の普

及・拡大や新たなサービスの提供等、自らのカーボンニュートラル実現に向けた取り組みを社会へ

拡大するとしています。

KDDI株式会社 情報通信業 ＫＤＤＩグループは環境保全への姿勢を「ＫＤＤＩ環境憲章」として定め、環境保全計画

「ＫＤＤＩ ＧＲＥＥＮ ＰＬＡＮ ２０３０」を推進しています。本計画ではＫＤＤＩの

事業活動におけるＣＯ２排出量について、策定時の目標（２０１３年度比で７％削減）を

引き上げ、２０３０年度までにＣＯ２排出量実質ゼロ実現を目指しています。また、同社グ

ループ全体では、２０５０年度までにＣＯ２排出量実質ゼロを目指しています。具体的な取

り組みとして、ＫＤＤＩの総消費電力量の約６０％を占める携帯電話の基地局での消費電

力低減に向け、商用電力、太陽光パネルによる発電、深夜電力により蓄電池に充電された「３

つの電力」を時間帯や天候の変化によって効率よく供給する「トライブリッド基地局」の設置や「基

地局バッテリーの２４時間化」を進めています。さらに、大型通信局で使用する電力の一部やト

ライブリッド基地局等で、太陽光等の自然エネルギー活用を進めており、全国９ヵ所の携帯電話

基地局において、使用するほぼすべての電力を自然エネルギーでまかなっています。

※Scope2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
※Scope3：Scope1、Scope2以外の間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出）

※Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（燃料の燃焼、工業プロセス）

23枚組の16枚目です



基準日：　2022年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）

１

・

2

3

◆

◆

◆

《その他の留意点》
クーリングオフ制度（金融商品取引法第37条の６）の適用はありません。

収益分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、収益分配金が支払われると、その金額相当
分、基準価額は下がります。収益分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）
を超えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、
収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。投資者のファンドの購入価額に
よっては、収益分配金の一部又は全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況
により、収益分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

詳細については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

◆

ファンドとベンチマークは組入銘柄が異なることがあり、ファンドの運用成績はベンチマークを下回る場合があります。

大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、
一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあ
ります。これにより、ファンドの基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込の受付が中止となる可能性、換金代
金のお支払が遅延する可能性があります。

株式の価格は、発行体の財務状態、経営、業績等の悪化及びそれらに関する外部評価の悪化等により下落することがあります。
組入れている株式の価格の下落は、ファンドの基準価額が下落する要因となります。
また発行体の倒産や債務不履行等の場合は、株式の価値がなくなることもあり、ファンドの基準価額が大きく下落する場合があ
ります。

◆流動性リスク
国内外の政治・経済情勢の急変、天災地変、発行体の財務状態の悪化等により、有価証券等の取引量が減少することがありま
す。この場合、ファンドにとって最適な時期や価格で、有価証券等を売買できないことがあり、ファンドの基準価額が下落する
要因となります。
また、取引量の著しい減少や取引停止の場合には、有価証券等の売買ができなかったり、想定外に不利な価格での売買となり、
ファンドの基準価額が大きく下落する場合があります。

┃投資リスク

当ファンドの基準価額は、組入れられる有価証券等の値動き等による影響を受けますが、これらの運用による
損益はすべて投資者の皆様に帰属いたします。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているもので
はなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。また、投資信託は預貯金
とは異なります。
当ファンドの主なリスクは以下のとおりです。
※基準価額の変動要因は、以下に限定されるものではありません。

◆価格変動リスク

◆信用リスク

株式の価格は、国内外の政治・経済情勢、市況等の影響を受けて変動します。組入れている株式の価格の下落は、ファンドの基
準価額が下落する要因となります。

環境問題への取組状況と本来の投資価値の両面から分析し、評価の高い銘柄に投資します。

《基準価額の変動要因》

┃ファンドの特色

主としてわが国の株式に投資し、中長期的に信託財産の着実な成長を目指します。

東証株価指数（TOPIX）とは日本の株式市場を広範に網羅するとともに、投資対象としての機能性を有するマーケット・ベンチ

マークです。
東証株価指数（TOPIX）に関する著作権、知的財産権その他一切の権利は株式会社JPX総研又は株式会社JPX総研の関連会社に帰
属します。

・

当ファンドは東証株価指数（TOPIX）をベンチマークとし、これを上回る運用成果を目指します。

わが国の金融商品取引所に上場（これに準ずるものを含みます。）されている株式を主要投資対象とします。

23枚組の17枚目です



基準日：　2022年7月15日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）

●委託会社・その他の関係法人

委託会社

受託会社

ファンドの運用の指図を行います。

ＳＯＭＰＯアセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者（関東財務局長（金商）第351号）

加入協会　一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

ホームページ　：　https://www.sompo-am.co.jp/

電話番号　　　：　0120-69-5432　●リテール営業部

販売会社
受益権の募集の取扱、販売、一部解約の実行の請求の受付、収益分配金の再投資ならびに収益分配金、償還金および一部解

約金の支払等を行います。

ファンドの財産の保管及び管理を行います。

みずほ信託銀行株式会社

※

・ 税金は表に記載の時期に適用されます。

・ 以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。

換金（解約）時
及び償還時

所得税及び地方税
譲渡所得として課税
換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対して20.315％

●税金

時期 項目 税金

分配時 所得税及び地方税
配当所得として課税
普通分配金に対して20.315％

┃お申込みメモ

5,000億円

換金代金

購入代金

購入単位

原則として午後3時まで（販売会社により異なる場合がありますので、詳細につきましては販売会社までお問い合
わせください。）

購入価額

申込締切時間

信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求を制限する場合があります。

購入・換金申込受付
の中止及び取消し

販売会社が定める単位　　　※詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

購入申込受付日の基準価額

販売会社が定める日までにお支払いください。

換金請求受付日の基準価額から信託財産留保額を控除した額

換金請求受付日から起算して、原則として5営業日目からお支払いします。

換金単位

信託金の限度額

収益分配

受益権の残存口数が10億口を下回ることとなった場合、繰上償還することが受益者のため有利であると認めると
き、またはやむを得ない事情が発生したときは、繰上償還させることがあります。

信託期間

毎決算時（年1回）、収益分配方針に基づいて収益の分配を行います。
分配金を受取る一般コースと、分配金を再投資する自動けいぞく投資コースがあります。販売会社によっては、どちらか一方のみのお取扱いとなる場合があり

ます。各コースのお取扱いにつきましては、販売会社までお問い合わせください。

販売会社が定める単位　　　※詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

繰上償還

換金制限

原則７月15日（休業日の場合は翌営業日）

委託会社は、取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、取引市場における流動性が極端に減少した場合、
取引市場の混乱、自然災害、テロ、大規模停電、システム障害等により基準価額の算出が困難となった場合、その
他やむを得ない事情があると判断したときは、購入・換金の受付を中止すること、及び既に受付けた当該申込みの
受付を取り消すことができるものとします。

無期限（設定日　1999年9月30日）

決算日

換金価額

原則、毎決算時及び償還時に、交付運用報告書を作成し、あらかじめお申し出いただいたご住所に販売会社を通じ
て交付します。

運用報告書

課税関係
課税上は株式投資信託として取扱われます。公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度「NISA（ニー
サ）」および未成年者少額投資非課税制度「ジュニアNISA（ニーサ）」の適用対象です。配当控除の適用があり
ます。なお、益金不算入制度の適用はありません。

公告 委託会社のホームページ(https://www.sompo-am.co.jp/)に掲載します。

※ 少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」および未成年者少額投資非課税制度「ジュニアNISA（ニーサ）」をご利用の場合

毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所得が一定期間非課税となります。販売会社で非
課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

※ 確定拠出年金法に定める加入者等の運用の指図に基づいて購入の申込みを行う資産管理機関および国民年金基金連合会等の場合、所得税およ

び地方税がかかりません。なお、確定拠出年金制度の加入者については、確定拠出年金の積立金の運用にかかる税制が適用されます。
※ 法人の場合は上記とは異なります。

※ 外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。
※ 税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお

勧めします。

23枚組の18枚目です



基準日：　2022年7月15日

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

※

※

※

● 当該手数料等の合計額については、投資者の皆様がファンドを保有される期間、売買金額等に応じて異なりますので、表示することができません。

年率0.70％（税抜）
購入後の情報提供、運用報告書等各

種書類の送付、口座内でのファンド

の管理等の対価

受託会社 年率0.10％（税抜）
運用財産の管理、委託会社からの指

図の実行等の対価

その他の費用・
手数料

・監査費用：
　監査法人に支払うファンド監査
　にかかる費用
・売買委託手数料：
　有価証券等の売買の際、売買仲
　介人に支払う手数料
・保管費用：
　有価証券等の保管等のために、
　海外の銀行等に支払う費用

・監査費用

・売買委託手数料

・外国における資産の保管等に要する費用

・信託財産に関する租税　等

以下の費用・手数料等が、ファンドから支払われます。

上記の費用・手数料については、運用状況等により変動するものであり、事前

に料率、上限額等を表示することができません。

販売会社により、定時定額購入サービス契約および確定拠出年金制度に基づく取扱

残高に対する信託報酬の配分（税抜）は、委託会社 年率0.50％、販売会社 年率

0.90％、受託会社 年率0.10％となる場合があります。信託報酬の総額および受託

会社への配分は変わりません。なお、この取扱いは、定時定額購入サービス契約お

よび確定拠出年金制度に基づき取得申込みをされ、販売会社の定めにより申込手数

料がない場合に限ります。

┃ファンドの費用

信託財産留保額 換金請求受付日の基準価額に0.3％を乗じた額です。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に対して年率1.65％（税抜1.50％）を乗じ
た額です。
運用管理費用（信託報酬）は、毎日計上され、ファンドの基準価額に反映
されます。毎計算期間の最初の６ヵ月終了日および毎計算期末または信託
終了のときに、ファンドから支払われます。

運用管理費用（信託報酬）＝運用期

間中の基準価額×信託報酬率

委託会社 年率0.70％（税抜） ファンドの運用の対価

販売会社

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料
購入価額に3.3％（税抜3.0％）を上限として販売会社が定めた手数料率
を乗じた額です。

販売会社によるファンドの商品説

明・投資環境の説明・事務処理等の

対価詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

当資料のご利用にあたっての注意事項

 当資料は、ＳＯＭＰＯアセットマネジメント株式会社により作成された販売用資料であり、法令に基づく開示書類ではありません。当
ファンドの購入のお申込みの際には販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、または同時にお渡しいたしますので、
必ずお受け取りの上、詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

 当ファンドは、値動きのある証券に投資しますので、基準価額は大きく変動します。また、外貨建て資産に投資する場合には、為替リス
クがあります。投資信託は、リスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動します。したがって、元本が保証されているも

のではありません。

 信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者の皆様に帰属します。投資に関する最終決定はご自身の判断でなさるようお願い申し

上げます。

 投資信託は、預金や保険契約と異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。

 登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の保護の対象ではありません。

 当資料に記載されているグラフ・数値等は過去の実績を示したものであり、将来の運用成果を保証するものではありません。分配金に関
しては、運用状況によっては、分配金額が変わる場合、或いは分配金が支払われない場合があります。

 ファンドマネージャーのコメント、方針、その他の予測数値等については、作成時点での投資判断を示したものであり、将来の市況環境
の変動等により、当該運用方針やその他予測数値等が変更される場合があります。また、記載した内容は、将来の市況環境の変動等を保

証するものではありません。

 当資料に記載されている各数値は四捨五入して表示していることがありますので、誤差が生じている場合があります。

 当資料に記載されている各事項につきましては、正確性を期しておりますが、その正確性を保証するものではありません。当資料に記載
の当社の意見等は予告なく変更することがあります。

23枚組の19枚目です



基準日：　2022年7月15日

損保ジャパン・グリーン・オープン　（愛称：ぶなの森）

環境問題への取組状況（組入全銘柄）

●「ぶなの森」受賞歴

●委託会社受賞歴

Ｒ＆Ｉファンド大賞2011年
●投資信託 国内SRIファンド部門 『優秀ファンド賞』 ●確定拠出年金 国内株式部門 『優秀ファンド賞』

Ｒ＆Ｉファンド大賞2010年
●投資信託 国内SRIファンド部門 『優秀ファンド賞』 ●確定拠出年金 国内株式部門 『優秀ファンド賞』

Ｒ＆Ｉファンド大賞2009年
●投資信託 国内SRIファンド部門 『最優秀ファンド賞』 ●確定拠出年金 国内株式部門 『優秀ファンド賞』

Ｒ＆Ｉファンド大賞2008年
●投資信託 国内SRIファンド部門 『優秀ファンド賞』

Ｒ＆Ｉファンド大賞2007年
●確定拠出年金 国内株式部門 『優秀ファンド賞』

Ｒ＆Ｉファンド大賞2012年
●投資信託 国内ＳＲＩ・環境関連部門 『優秀ファンド賞』

第９回エコプロダクツ大賞 エコサービス部門
「エコプロダクツ大賞推進協議会会長賞（優秀賞）」

┃当社はＲ＆Ｉファンド大賞2010の「投資信託／総合部門」において国内株式総合「優秀賞」を受賞しました。

「Ｒ＆Ｉファンド大賞」は、Ｒ&Ｉが信頼し得ると判断した過去のデータに基づく参考情報（ただし、その正確性及び完全性につきＲ＆Ｉが保証するものではありません）の提

供を目的としており、特定商品の購入、売却、保有を推奨、又は将来のパフォーマンスを保証するものではありません。当大賞は、信用格付業ではなく、金融商品取引業等に関

する内閣府令第２９９条第１項第２８号に規定されるその他業務（信用格付業以外の業務であり、かつ、関連業務以外の業務）です。当該業務に関しては、信用格付行為に不当

な影響を及ぼさないための措置が法令上要請されています。当大賞に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利はＲ＆Ｉに帰属しており、無断複製・転載等を禁じます。

「投資信託／総合部門」の各カテゴリーは、受賞運用会社の該当ファンドの平均的な運用実績を評価したもので、受賞運用会社の全ての個別ファンドについて運用実績が優れて

いることを示すものではありません。

Ｒ＆Ｉファンド大賞2017年
●投資信託 国内ＳＲＩ・環境関連部門 『優秀ファンド賞』

23枚組の20枚目です



販売会社名 区分 登録番号 日本証券業協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融

商品取引業協会

備考

北洋証券株式会社 金融商品取引業者 北海道財務局長(金商)第1号 ○

アーク証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第1号 ○ ○

エイチ・エス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第35号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第53号 ○ ○ ○ ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第61号 ○ ○ ○

極東証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第65号 ○ ○

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第67号 ○ ○ ○

みずほ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第94号 ○ ○ ○ ○ ※３ 

損保ジャパンＤＣ証券株式会社

（確定拠出年金専用）
金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第106号 ○

立花証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第110号 ○ ○

ちばぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第114号 ○

ばんせい証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第148号 ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第152号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第165号 ○ ○ ○ ○

丸三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第167号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○

リテラ・クレア証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第199号 ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第2251号 ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式

会社
金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第2336号 ○ ○ ○ ○

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第3283号 ○ ○

安藤証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第1号 ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第140号 ○ ○ ○

十六ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第188号 ○

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第191号 ○ ※３ 

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第15号 ○ ○

内藤証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第24号 ○ ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長(金商)第8号 ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長(金商)第20号 ○ ※３ 

ＦＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長(金商)第5号 ○ ○ ※３ 

株式会社北洋銀行 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第3号 ○ ○ ※３ 

株式会社荘内銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第6号 ○

株式会社北日本銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第14号 ○ ※３ 

株式会社みずほ銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第6号 ○ ○ ○ ※３ 

株式会社新生銀行

（委託金融商品取引業者 マネックス証券

株式会社）

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

みずほ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第34号 ○ ○ ○ ※３ 

株式会社武蔵野銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第38号 ○

株式会社千葉興業銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第40号 ○ ※３ 

株式会社筑波銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第44号 ○

株式会社第四北越銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第47号 ○ ○

株式会社東京スター銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第579号 ○ ○ ※３ 

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第624号 ○ ○

三井住友信託銀行株式会社

（確定拠出年金専用）
登録金融機関 関東財務局長(登金)第649号 ○ ○ ○

株式会社大垣共立銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第3号 ○ ○ ※３ 

スルガ銀行株式会社 登録金融機関 東海財務局長(登金)第8号 ○

株式会社三十三銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第16号 ○

株式会社山口銀行 登録金融機関 中国財務局長(登金)第6号 ○ ○

株式会社西京銀行 登録金融機関 中国財務局長(登金)第7号 ○ ※３ 

株式会社四国銀行 登録金融機関 四国財務局長(登金)第3号 ○

株式会社愛媛銀行 登録金融機関 四国財務局長(登金)第6号 ○

株式会社徳島大正銀行 登録金融機関 四国財務局長(登金)第10号 ○

株式会社北九州銀行 登録金融機関 福岡財務支局長(登金)第117号 ○ ○

株式会社豊和銀行 登録金融機関 九州財務局長(登金)第7号 ○ ※３ 

株式会社南日本銀行 登録金融機関 九州財務局長(登金)第8号 ○ ※３ 

旭川信用金庫 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第5号

北海道信用金庫 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第19号

空知信用金庫 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第21号

苫小牧信用金庫 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第24号

大地みらい信用金庫 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第26号

●販売会社（順不同、○は加入協会を表す）

23枚組の21枚目です



販売会社名 区分 登録番号 日本証券業協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融

商品取引業協会

備考

北門信用金庫 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第31号

稚内信用金庫 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第37号

会津信用金庫 登録金融機関 東北財務局長(登金)第20号

白河信用金庫 登録金融機関 東北財務局長(登金)第36号

須賀川信用金庫 登録金融機関 東北財務局長(登金)第38号

杜の都信用金庫 登録金融機関 東北財務局長(登金)第39号

二本松信用金庫 登録金融機関 東北財務局長(登金)第46号

福島信用金庫 登録金融機関 東北財務局長(登金)第50号

城北信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第147号 ○

芝信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第158号

さわやか信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第173号 ○

かながわ信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第197号 ○

千葉信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第208号

甲府信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第215号

足利小山信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第217号

しののめ信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第232号

三条信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第244号

長野信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第256号 ○

信金中央金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第258号 ○

大垣西濃信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第29号

岡崎信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第30号 ○

岐阜信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第35号 ○

しずおか焼津信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第38号

静清信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第43号 ○

瀬戸信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第46号 ○

知多信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第48号

東濃信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第53号 ○

豊田信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第55号 ○

沼津信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第59号

浜松磐田信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第61号

興能信用金庫 登録金融機関 北陸財務局長(登金)第19号

のと共栄信用金庫 登録金融機関 北陸財務局長(登金)第30号

はくさん信用金庫 登録金融機関 北陸財務局長(登金)第35号

尼崎信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第39号 ○

永和信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第43号

大阪シティ信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第47号 ○

きのくに信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第51号

京都信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第52号 ○

京都中央信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第53号 ○

京都北都信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第54号

神戸信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第56号

西兵庫信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第73号

播州信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第76号 ○ ※３ 

兵庫信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第81号 ○

玉島信用金庫 登録金融機関 中国財務局長(登金)第30号

鳥取信用金庫 登録金融機関 中国財務局長(登金)第35号

広島信用金庫 登録金融機関 中国財務局長(登金)第44号 ○

高松信用金庫 登録金融機関 四国財務局長(登金)第20号

熊本第一信用金庫 登録金融機関 九州財務局長(登金)第14号

大分みらい信用金庫 登録金融機関 九州財務局長(登金)第18号

鹿児島相互信用金庫 登録金融機関 九州財務局長(登金)第26号

高鍋信用金庫 登録金融機関 九州財務局長(登金)第28号

北海道労働金庫 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第38号

東北労働金庫 登録金融機関 東北財務局長(登金)第68号

中央労働金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第259号

新潟県労働金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第267号

長野県労働金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第268号

労働金庫連合会 登録金融機関 関東財務局長(登金)第269号

東海労働金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第70号

静岡県労働金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第72号

●販売会社（順不同、○は加入協会を表す）

23枚組の22枚目です



＜備考欄の表示について＞

※１　記載の日付より新規お取扱いを開始します。

※２　記載の日付以降の新規お取扱いを行いません。

※３　新規のお取扱いを行っておりません。

＜ご留意事項＞

・上記掲載の販売会社は、今後変更となる場合があります。

・上記掲載以外の販売会社において、お取扱いを行っている場合があります。

・詳細は販売会社または委託会社までお問い合わせください。

販売会社名 区分 登録番号 日本証券業協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融

商品取引業協会
備考

北陸労働金庫 登録金融機関 北陸財務局長(登金)第36号

近畿労働金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第90号

九州労働金庫 登録金融機関 福岡財務支局長(登金)第39号

損害保険ジャパン株式会社

（確定拠出年金専用）
登録金融機関 関東財務局長(登金)第142号 ○

第一生命保険株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第657号 ○ ○

日本生命保険相互会社

（確定拠出年金専用）
登録金融機関 近畿財務局長(登金)第36号 ○

●販売会社（順不同、○は加入協会を表す）

23枚組の23枚目です


